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第3章 官民連携まちづくり関係者の交流・促進イベントの企画・運営 

官民連携まちづくり関係者の交流・促進イベントとして、シティラボ東京主催及び国土交通

省共催によるイベント「共感都市再生セッション」、国土交通省主催による「エリマネ会議（仮）

－都市再生推進法人等会議－」、国土交通省及び全国エリアマネジメントネットワーク共催に

よる「エリアマネジメント政策対話」を開催した。 

「共感都市再生セッション」では、国土交通省にて開催した「都市の個性の確立と質や価値

の向上に関する懇談会」及び、中間取りまとめ「成熟社会の共感都市再生ビジョン」について、

関係者から語っていただくと共に、今後の都市再生の方向性について意見交換を行った。 

「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」では、都市再生推進法人及び都市再

生推進法人の指定を目指すまちづくり団体が持つ知見や課題等を共有し、課題解決に向け

て議論できる場として、都市再生制度の紹介など各機関からの情報提供を行い、その後、エリ

ア特性別分科会として、5 つの分科会に分かれて、エリアマネジメント活動の PDCA を検討し、

合わせて都市再生推進法人の役割等について議論を行った。 

「エリアマネジメント政策対話」では、国土交通省にて開催した「持続的なエリアマネジメント

に必要な財源・人材ワーキンググループ」での論点の一つである「エリアマネジメントの活動計

画」について、今後のガイドラインの策定に向けた意見交換を行った。 

なお本業務では、上記 3 件のイベントの企画・運営を実施した。 
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3.1 共感都市再生セッションの企画・運営 

3.1.1 イベントの企画 

(1) 実施目的 

成熟社会に移行する中で「都市再生」の果たすべき役割も変化してきている。国土交通省

では 2024 年 11 月から 2025 年 4 月にかけて「都市の個性の確立と質や価値の向上に関する

懇談会」を 8 回開催し、短期的な収益性や経済合理性だけではなく、中長期的な視点や地域

文化を育む視点から議論を行い、2025 年 5 月に中間取りまとめ「成熟社会の共感都市再生

ビジョン」を公表した。 

「共感都市再生セッション」では、懇談会での議論に込めた想いを関係者から語っていただ

くと共に、今後の都市再生について自由に意見を交わすことを目的とした。 

 

(2) 実施概要 

シティラボ東京主催・国土交通省共催による「共感都市再生セッション」を、リアルとオンライ

ン（Zoom）のハイブリッド形式で開催した。「都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇

談会」及び「成熟社会の共感都市再生ビジョン」について情報提供を行い、登壇者によるトー

クセッションにより、参加者が「成熟社会の共感都市再生ビジョン」で掲げられているポイントや

今後の都市再生の在り方についてインプットする場として、下記のとおり実施した。 

 
表 3.1-1 共感都市再生セッションの概要  

開催日時 令和 7 年 8 月 19 日（火）18:30～20:30 

会場 シティラボ東京 

開催方式 リアルとオンライン配信（Zoom）のハイブリッド開催 ※登壇者は会場に参集 

次第 

1．オープニング 

2．懇談会の概要説明 

3．トークセッション 

4．質疑応答 

5．クロージング 

登壇者 

野澤 千絵 氏（明治大学 政治経済学部 教授） 
村山 顕人 氏（東京大学 大学院工学系研究科 都市工学専攻 教授） 
吉江 俊 氏（東京大学 大学院工学系研究科 都市工学専攻 講師） 
勝又 猛志 氏（安田不動産株式会社 資産営業事業本部 資産営業第一部 第
一課長） 
原澤 優介 氏（国土交通省 都市局 まちづくり推進課 企画専門官） 

申込期間 令和 7 年 7 月 30 日（水）～令和 7 年 8 月 15 日（金） 

申込者数 

リアル参加 30 名 

オンライン（Zoom）参加 217 名 

合計 ※247 名 

当日 

参加者数 

リアル参加  25 名  

オンライン（Zoom）参加  173 名  

合計  198 名  

※追加申込（申込募集期間以降）を含む 
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(3) 開催告知方法 

開催にあたり、案内チラシなどの作成により、周知・参加者の募集を行った。 

 

1) 案内チラシの作成 

案内チラシを作成し、シティラボ東京ホームページや官民連携まちづくりポータルサイトに掲

載するなどして周知を行った。 

作成したチラシを以下に示す。 

 

図 3.1-1 案内チラシ  
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2) 参加申込フォームの作成 

イベントへの参加は事前申し込み制とし、オンライン入力フォームで実施した。作成したオン

ライン入力フォームを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1-2 オンライン入力フォーム 
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3.1.2 イベント当日の運営 

(1) プログラムの概要 

共感都市再生セッションのプログラム・タイムテーブルを以下に示す。 

 

表 3.1-2 共感都市再生セッションのタイムスケジュール 

スケジュール 項目  説明者  

18:00～ 受付開始  

18:30～ 開会  

【進行】：昭和株式会社 山田 那奈  

18:30～18:35（5 分） 開会の挨拶  シティラボ東京  

  ディレクター 

平井 一歩  様  

18:35～18:45（10 分） 懇談会の概要説明  シティラボ東京  

マネージャー 

右田 萌 様  

株式会社サンシャインシティ 

堀江 佑典  様  

18:45～19:10（25 分） トークセッション① 

懇談会での議論内容について 

＜モデレーター＞ 

シティラボ東京  

マネージャー 

右田 萌 様  

株式会社サンシャインシティ 

堀江 佑典  様  

＜パネラー＞  

明治大学  

政治経済学部 教授  

野澤 千絵  様  

東京大学  

大学院工学系研究科  

都市工学専攻 教授  

村山 顕人  様  

国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

企画専門官  

原澤 優介 氏  

19:10～20:10（60 分） トークセッション② 

中間取りまとめを踏まえた今後

の都市再生について 

 ＜モデレーター＞ 

シティラボ東京  

マネージャー 

右田 萌 様  
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スケジュール 項目  説明者  

株式会社サンシャインシティ 

堀江 佑典  様  

＜パネラー＞  

明治大学  

政治経済学部 教授  

野澤 千絵  様  

東京大学  

大学院工学系研究科  

都市工学専攻 教授  

村山 顕人  様  

東京大学  

大学院工学系研究科  

都市工学専攻 講師  

吉江 俊 様  

安田不動産株式会社  

資産営業事業本部  

資産営業第一部 第一課長 

勝又 猛志  様  

国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

企画専門官  

原澤 優介 氏  

20:10～20:30（20 分） 質疑応答・クロージング 同上  

20:30 閉会  

【進行】：昭和株式会社 山田 那奈  
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(2) イベント運営・配信方法 

参加者はリアルとオンライン（Zoom）で参加した。登壇者及び運営者は会場（シティラボ東京）

に参集して、イベントを実施した。 

会場のレイアウト・設営状況の詳細を以下に示す。 

 

 
図 3.1-3 会場図  

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-4 会場レイアウト  
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(3) イベント配布資料 

リアル参加者に会議次第及び共感うちわを配布した。 

 

1) 会議次第 

会議次第を以下に示す。 

 

 

図 3.1-5 会議次第  
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2) 共感うちわ 

リアル参加者に共感うちわを配布し、登壇者の発言に共感した際に振ってもらうなど、会場

参加型の運営を行った。共感うちわを以下に示す。 

 

 

図 3.1-6 共感うちわ 



3-10 

(4) 講演資料 

各プログラムの資料は以下のとおりである（抜粋）。 

 

1) 懇談会の概要説明 
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2) 国土交通省 原澤 優介氏の説明資料 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3) 明治大学 野澤 千絵様の説明資料 
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4) 東京大学 村山 顕人様の説明資料 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5) 東京大学 吉江 俊様の説明資料 
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6) 安田不動産株式会社 勝又 猛志様の説明資料 
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(5) 当日の会場の様子 

当日の会場の様子を以下に示す。 

 

  

開会挨拶  原澤氏 説明  

  

野澤様 説明  村山様 説明  

  

吉江様 説明  勝又様 説明  

  

トークセッション 閉会  

図 3.1-7 各プログラム進行中の様子  
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(6) トークセッションの記録 

当日のトークセッションの主なポイントを以下に示す。（表中の敬称略） 

 

1) トークセッション① 

発言者  発言録  

原澤 氏  

（国土交通省）  

 本懇談会のメインフィールドとなっている「都市再生特別措置法」は、大

きく 3 つのパートに分かれています。1 つ目は「民間の活力を中心とした

都市再生」、2 つ目は「官民の公共公益施設整備等による全国都市再

生」、3 つ目は「土地利用誘導等によるコンパクトシティの推進」です。 

 この 20 年で、「環境・カーボンニュートラル」と「防災・レジリエンス」、「ウェ

ルビーイング」、「イノベーション、デジタル・AI」、「ローカルファースト」、

「オーセンティック」といった新しい時代のキーワードが出てきました。 

 「建築費の高騰」など、苦しい事業環境の中でこの先どのように人々を惹

きつける都市再生を継続していくのか。そもそも「人を惹きつける都市再

生」とは何なのか、それが、懇談会を始める際の大きな問題意識でした。

そうした中で懇談会がスタートし、最初に設定した議論の視点は「都市の

個性の確立」と「都市の質や価値の向上」の 2 点でした。 

 「成熟社会の共感都市再生ビジョン」は、対象とすべき分野が広範に及

んだ取りまとめになったと思います。 

野澤 氏  

（明治大学）  

 国土交通省の思いや問題意識に「共感」したところが大きく、社会的に

共感される都市再生をどのように構築していくのかという問題意識がとて

もあり、座長という重要な役割を引き受けさせていただきました。 

 時代のニーズや変化に対応できるような「可変性」や、懇談会では「余

白」という言葉を使っていますが、そのようなものをしっかりと都市再生の

文脈で入れてほしいという思いが一番大きかったと思います。 

村山 氏  

（東京大学）  

 第 7 回のプレゼンテーションでは、懇談会全体に対する 12 のコメントとし

てまとめました。その中から、3 点ご紹介します。 

 1 つ目は都市の持続的な再生です。経済の活性化だけでなく、環境や

社会の持続性を考えることを重視しました。 

 2 つ目は都市再生の手法です。教科書的には、都市再生には「再開

発」、「修復」、「保全」の 3 つの手法があると言われています。これらを上

手く組み合わせて、都市を総合的に再生していく姿勢が大事だと思って

います。 

 3 つ目は、都市再生の対象の空間的な範囲の拡大、あるいはテーマの

拡大です。まちなかの経済的な賑わいの再生だけでは不十分であり、経

済、環境、社会の 3 つの側面での持続性を重視すべきとプレゼンテーシ

ョンの中でも重視しました。 
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2) トークセッション② 

発言者  発言録  

原澤 氏  

（国土交通省）  

 都市再生特別措置法の各制度はネガティブな理解をされるケースが多

いと思っております。例えば、コンパクトシティの推進については、都市経

済までも縮小させる政策なのではないか、また、都市再生緊急整備地域

への支援については、大きなマンションやオフィスを建設しているだけで

はないか、というネガティブな理解が多くありました。 

 ウォーカブル政策では、「居心地が良く、歩きたくなるまちなか」を創出す

ることで、人々の出会いやイノベーションを創発し、多様なコミュニティを

形成し、地域課題の解決に繋げていこうと、人の主観や感覚に着目して

都市政策を進めていこうという議論をしていました。 

 都市で生活する人々、あるいはエリアマネジメントやまちづくりへの投資

をされている都市に責任を持って関わる人々が、都市に対して共感し、

集めていくような都市再生を「共感都市再生」といたしました。 

吉江 氏  

（東京大学）  

 「共感」という言葉にはシンパシーとエンパシーという二つの訳語があて

られます。都市の文脈からいえば、前者は「都市と人間の感情的なつな

がり」を大切にすること、後者は「立場の異なる主体が共有できるビジョ

ン」をもつこと、と解釈できます。共感都市再生は、これら 2 つを軸とすべ

きと考えます。 

 再開発に即して、「オーセンティケーション」と「コモニング」というキーワ

ードを挙げたいと思います。最初のオーセンティケーションの段階では、

歴史や文脈など、何を受け継ぐかになります。次に、コモニングは、コモ

ンをどのように使っていくかです。都市を継続的にキュレーションしていく

主体を、再開発のタイミングで育てていくプロセスが必要だと考えます。 

 「こういう場所で、こういうスタイルで働きたい、お店を持ちたい」といった

地域に関心のある人たちと一緒に、まちを創っていくことが大切です。 

勝又 氏  

（安田不動産（株））  

 様々なステークホルダーがいる中で、様々なタイプの共感が散りばめら

れ、なんとなく大きな括りで一つの方向に向かっていける「緩さ」が必要

なのではないかなと思います。 

 エリアマネジメント活動を行うことで何を得られるのか、目的意識を持つこ

とが重要だと思います。外部で経験を積んだ人材が、他のエリアで専門

知識を活かしていく考え方も有りなのではないかなと思います。 

 まちのポテンシャルや土地の価値といった「地ぐらい」を高めていくため

に、ハード面だけでなく、ソフト面、そして、地域のステークホルダーとまち

を創っていく考え方が重要です。 

村山 氏  

（東京大学）  

 再開発事業や街路の再整備等を考える際、単体の街区や通りだけでな

く、周辺地区も含めて一体的に考える必要があります。また、都市圏全

体の空間計画や成長・縮退マネジメントとの関係で都市再生を考えてい

く必要があります。 
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発言者  発言録  

野澤 氏  

（明治大学）  

 人口や世帯数の減少が続く中では、広い都市圏レベルで全体的にどう

していくのか、立地適正化計画の広域化が必要だと感じています。 

 「地域の実情・個性に即した健全な土地利用」と「可変性を重視した市

街地の更新」、「時間軸を加味した持続性の確保」のような視点こそが令

和版の公共性だと考えています。 

 

3) 質疑応答 

発言者  発言録  

質問① 実際のところ、自治体では立地適正化計画などを策定する際、補助金を得

るために計画を策定することもあるように思います。そのため、法制度が変わ

っても、本質的な理解や共感がなかなか進まないのではないかという懸念

があります。自治体職員の共感を得るためには何ができるでしょうか。 

野澤 氏  

（明治大学）  

「計画を策定したら良い」という一律的な評価は制度的に問題があると感じ

ています。現在の日本の法制度では、計画の質や創意工夫の質を正しく評

価することが十分に行われていないように思います。ソーシャルインパクトや

ESG 投資など、評価をどのように客観的に実施していくかといった流れがあ

る中で、都市再生や自治体の取組においても、より高い解像度で、計画技

術や評価技術の開発が重要になってくると思います。 

原澤 氏  

（国土交通省）  

例えば、都市再生における大規模プロジェクトでは、単に建物を整備するだ

けでなく、整備後に価値を向上させるような取組を公共貢献として認めるべ

きであり、ソフト面の取組を都市計画に組み込み、管理・運営の視点を重視

していきたいと考えています。 

質問② 地方都市において市民の共感を得ようとする場合、どうしても経済的なイン

パクトが見えづらいと興味・関心を得にくい傾向があります。そうした状況の

中で、経済性と公共性を両立するためには、「パブリックマインド」の醸成や

「シビックプライド」を育むことが重要だと考えていますが、公共空間を利活

用する場合に、どのような要素を公共空間にビルトインすべきでしょうか。 

村山 氏  

（東京大学）  

共感を得るために、経済的なメリットは必要とされがちですが、経済的な効

果は結果論であり、それよりも大切なものがあると考えています。例えば、気

候変動への対応として、街路樹を増やすことや、日差しを作ること、屋内の

公共空間を充実させることなど、様々な方法が考えられます。短期的な経

済的効果を求めずに、中長期的に「まち」や「私たちの暮らし」を考えたとき

に、どのような課題に取り組むべきかを議論し、経済的にまわっていくスキー

ムを考えることが重要です。 
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(7) 登壇者への質問 

登壇者に質問したいことを申込フォームにて事前に募集した。また、イベント当日、登壇者へ

の質問を slido の Q&A にて募集し、事前質問と合わせて、計 23 件の質問が寄せられた。 

 

表 3.1-3 質問内容  

# 申込フォームによる質問内容 

1 
「共感」と「都市の個性」というワードを考えると「共感」は誰とでもではなく、その個性に沿った

限定的な関係になるのか。 

2 これからの都市の質を高めるために個人でできる取組はあるか。 

3 都市専門分野の人材育成について・これから都市分野に関わっていく人へ。 

4 ウォーカブルシティ文脈での新たな方向性があればお聞きしたい。 

5 
理想と現実の間で何がネックになるのか。財政の問題だけなのか。ネックは教育の範囲や深さ

ではないだろうか。 

6 

少子高齢化が今後も進み現役世代の減少が進む中、首都圏のオフィス・商業・住宅の高層大

規模開発が継続されているのはとても違和感を感じる。投資家たちの大規模利益製造装置と

しての機能のみ追及されているかに見える。作ってしまえばその影響は長期間存在し続ける。

バブル時代から放置されているかに見える都市政策を長期的な視点で方向転換することは可

能なのか。 

7 

「長期的な視点で都市を育む」を実践する際に、関係すべきステークホルダーをどのようにイメ

ージしているか（例えば、商店会等の地元事業者や市民はそこに入っているか否か。)※建前

として入っている方が良いという話よりは、具体に進めていくにあたってどのようなイメージを持

っているかお聞きしたい。また、その際に短期的な経済性ではなく長期的な視点に目を向けて

もらうためにどのようなナラティブが必要か、もしイメージがあればご共有いただきたい。 

8 今回の提言を阻む壁があるとしたらどんなもので、それをどう乗り越えていけばよいか。 

9 「共感」をもう少し分かりやすく言い換えるとしたら。 

# イベント当日、slido での質問内容  

10 
迂回する都市の経済が適当な開発のケースとなる地域は、例えば東京圏においてはどのあた

りの市町において適用可能となるか、イメージがあれば教えてほしい。 

11 

吉江先生へ。現在はまさに新しいものさしを作っているところだと思うが、古いものさししか持た

ず、新しいものさしを試そうともしない人たちにどうやったら新しいものさしを使ってもらえるよう

になるのか、これまでのご経験からのノウハウがあれば教えてほしい。 

12 

時間軸を取り入れられた、中長期的に時間をかけて育んでいくものという考えを取り入れたと

のことですが、非常に良かった。そうなった時に、その育みを支えるべく制度は、従来のように、

時限的だったり、短期で（大小含めて）改編されるような形ではなく、もう少し長い尺度で一定程

度、遂行、寝かせながら実施される形が良いかと思った。 

13 

中長期的な時間軸の必要性についてとても共感している。一方で、自治体でのまちづくりの現

状を踏まえると、時間軸に対する補助金・交付金の制度や自治体の体制などのミスマッチがあ

ると感じている。このミスマッチを乗り越えていくヒントなどがあれば教えてほしい。 

14 

エリアマネジメントもそうだが、一旦引いてみると、手段が目的化しているような動きばかりだっ

たように思う。一定のエリアの枠組みで物事を考えていくようなあり方を、全体として考えていく

都市再生を考えていくことは必要だと思うが、都心においては、そのエリアの取り方は結構難し

い気もする。事業者等の存在に影響されやすい。 
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# イベント当日、slido での質問内容  

15 

先生方へ。やはり、県の広域的な調整の役割が必要と考えるが、どう思われるか。一方で国は

県に権限がない（調整能力がない）ので、個別に各都市とやりとりしているように思うが、答えら

れる範囲で、どうお考えか。 

16 

質の評価、本当に重要だと思う。ただ、本当にどうやるのか、どう考えているのか、気になる。そ

の質の良さのわかる民度、教育が必要なのではないか。そのような、質として、いいものをわか

る目利き、感覚、センスをしっかりと教育制度（文科省）の方も絡めて考えていく必要があると

思う。 

17 

野澤先生へ。今後の都市再生における再開発のあり方をどのようにイメージしているか。身の

丈、再再開発、既存建築物活用、リノベ、地元資本など、色々なキーワードがありますが、概し

てどのような方向性が望ましいと考えるか。 

18 

自治体行政が今回の方向性を実行可能なのかについて質問したい。民間デベロッパー側にい

ると、社会的価値 (都市の質や価値 )の魅力を理解しつつ、それが経済的価値に繋がりづらい

中で、最終的に制度に落とし込んで下さる方向性に共感する。一方で創意工夫をどこまで公平

性を担保しつつ評価することが可能とお考えかお聞きしたい。 

19 

事業者の創意工夫を評価する仕組みを作るにあたって、それは現行の制度にプラスアルファ

で評価ポイントを追加していくのか、それとも根本的に現行の公共貢献にまつわる枠組みの根

本的な変革が必要なのか、ご意見を伺いたい。 

20 

地方都市で、市民の共感を得ようとすると、どうしても経済的なインパクトが見えないと、疲弊す

るまちなかへの興味関心をわかせるのが難しい。今後、経済と公共性を両立するにはパブリッ

クマインドの醸成がシビックプライドに繋がると考えているが、公共空間を利活用する場合、ど

のような要素をビルトインしたら良いと思われるか。 

21 
勝又さんへ。エリアマネジメントが自走するためには、必要な投資する額の程度、関与年数に

ついてどのように考えていらっしゃるか、可能な範囲で教えてほしい。 

22 

勝又さんへ。浜町で進めている小型のまちづくりは、浜町だからできたのか、条件が良かったの

か。それとも他地区でも進められる可能性はあるのか。そのためのコツや必要な条件などを教

えてほしい。 

23 

自治体のスタンスがとても重要だと思った。自治体では、立適にしても歴まちにしても補助金を

もらうために計画を作るという具合で、法制度が変わっても、本質部分の理解、共感が進まな

いこともあるように感じる。自治体職員の共感を得るために、何ができるか。 
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3.1.3 イベントの開催結果等 

(1) 参加者アンケートの実施 

1) 参加者アンケートの概要 

参加者に対して、イベントに関するアンケートを実施した。申込同様オンラインで行い、アン

ケートフォームの URL や QR コードについては、当日配布した次第資料及び、投影スライドに

記載し、依頼を行った。実施内容の詳細を以下に示す。また、作成したアンケートフォームを

次ページ以降に示す。 

 
表 3.1-4 参加者アンケートの募集期間  

募集内容  募集期間  

参加者アンケート 

令和 7 年 8 月 19 日（火） 

～ 

令和 7 年 8 月 29 日（金） 
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図 3.1-8 アンケートフォームの項目と表示画面  
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2) 参加者アンケートの結果 

参加者アンケートの結果の集計は、下記のとおりである。 

 
表 3.1-5 参加者アンケートの回答件数  

項目  人数、件数  

当日参加者数  198 人 

参加者アンケート回答件数  59 件 

 
 

 
図 3.1-9 会議参加の理由（複数回答可）  

 
表 3.1-6 会議参加の理由（その他の回答）  

# 回答  

1 野澤先生のお話を聞きたかった。 

 
 

 
図 3.1-10 参加方法  

36(61.0%)

35(59.3%)

26(44.1%)

22(37.3%)

21(35.6%)

14(23.7%)

1(1.7%)

今後の都市再生について興味があったから

都市の個性の確立と質や価値の向上に関す

る懇談会に興味があったから

成熟社会の共感都市再生ビジョンに興味が

あったから

官民連携に関する取り組みに興味があったか

ら

登壇者とその取り組みに興味があったから

エリアマネジメントを実践する上で、参考にし

たかったから

その他

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%

オンライン

（zoom）参加

47

(79.7%)

現地参加

12

(20.3%)

オンライン（zoom）参加 現地参加

N＝59（複数回答）  

N＝59 
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図 3.1-11 オンライン（Zoom）で参加した理由  

 

 
図 3.1-12 会議全体についての感想 

 
表 3.1-7 会議全体について「やや不満」、「不満」と回答された理由（自由意見）  

# 回答  

1 
zoom 画像が登壇者や発言者にフォーカスされず、資料が表示され

たままであったため臨場感にかけた。 

2 
これだけの有識者の方がいらっしゃったので、もう少し深い話を聞き

たかった。 

 
 
 
 
 
 
 

25(42.4%)

15(25.4%)

12(20.3%)

10(16.9%)

現地で参加する予定がつかなかった

から

会場が遠かったから

現地で参加した

現地参加チケットが売り切れていた

から

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

とても満足

27

(45.8%)やや満足

26

(44.1%)

普通

4

(6.8%)

やや不満

2

(3.4%) 不満

0

(0.0%)

とても満足 やや満足 普通 やや不満 不満

N＝59（複数回答）  

N＝59 
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図 3.1-13 「成熟社会の共感都市再生ビジョン」で示されている「必要な視点のポイント」のうち、 

最も興味のあるポイント 

 
 

 
図 3.1-14 「成熟社会の共感都市再生ビジョン」で示されている「取り組むべき施策」のうち、 

最も興味のある施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24(40.7%)

20(33.9%)

15(25.4%)

「経済的価値」と「公共的価

値」を官民連携で両立するた

めに計画段階からの協働を

促進

まちを「育てていく」という視

点により、将来の可変性・柔

軟性を許容する「余白」の創

出を促進

都市の固有の魅力に着目

し、地域資源である既存ス

トックの活用を促進

22(37.3%)

14(23.7%)

11(18.6%)

7(11.9%)

5(8.5%)

共創・支援型エリアマネジメントによ

る地域経営

地域資源の保全と活用によるシビッ

クプライドの醸成

余白を楽しむパブリックライフの浸透

協働型都市再生によるウェルビーイ

ングの向上

業務機能をはじめ多様な機能の集

積による稼ぐ力の創出

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

N＝59 

N＝59 
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表 3.1-8 その他、全体を通してのご意見・ご感想  

回答  

感想   
容積割り増しや補助金による施設建設などのハード面だけではなく、まちづくりの支援制度を充

実していく時代ではないかと考えさせられた。 

都市再生が、右肩上がりを前提としない現実を踏まえた方向へシフトしつつある兆しを感じ希望

がもてた。 

都市固有の魅力を活かすといった、テーマ自体は普遍的である一方で、都市に対する公共投

資や開発圧力が小さくなる時代における方法論や枠組みのあり方は、また新しいテーマである

ことを再認識するとともに、さまざまな視点をいただいた。 

成長社会から成熟社会に移り変わることで、何が変わるのか、はっきり共通認識する必要があ

ると思う。これまでのつくる時代から使う時代に移行したときに、これまでのルールや価値も見直

していく必要があると思う。数年前に移動革命という言葉があったが、まちづくりも大きな改革期

にあるのではないかと考える。これまでは、専門部署が補助を受けて施設整備を進めてきたが、

これからは多くの人が様々な観点で利用し、価値を見出していくのだとしたら、ルールも変わる

し、支援の仕方も変わる必要があると思う。そのあたりを具体的に聞ければ良いなと思っていた

が、この先の議論に期待するとともに、地方都市としてどうしていくべきか、実践の中で模索して

いきたいと思う。 

様々な方向からの提言があり、非常に面白かった。ありがとうございました。柔軟で迂回でき、

不確実性に耐えるまちづくりを官「民」が行う上で、短期的な数値目標に内部から攻められない

ストーリーの確立が必要だと感じた。 

登壇者及び MC の皆さまの議論を通じて、コンサルタントの立場より、現在及びこれまでの取組

に対する内省の機会となるとともに、これからの取組においても大きな示唆をいただいた。現場

での実践に努めていきたい。 

まだまだ聞きたくなるとても有意義な議論だった。ありがとうございました。 

官民学のメンバーが一緒に登壇される機会は少ないため、各者の視点からのご見解を伺えたこ

とで、とても勉強になり有意義な会だった。ありがとうございました。 

音声が会場の関係なのかハウリングしており、なかなか聞き取りにくい状況だった。内容は限ら

れた時間のなかでよく理解できた。 

システムトラブルが残念だった。 

要望   
以下の都市機能の再編に対して、重要な要素・視点、先駆的事例、今後の方向性等のご意見

をいただきたい。 （１）都心居住・職住近接の推進（※高度外国人、サ高住等）、（２）河川空間

の利活用による沿道建物の都市再生（※河川空間による憩い・潤い・賑わいの創出、高潮等の

防災対策、河川沿いと一体となった都市再生施策等）  

登壇者の方々もですが、内容が東京中心だなと思った。人やお金の集まる東京と、それ以外の

都市とは話の切り口が違うのかもしれない。郊外という話もあり、野澤先生や村山先生のお話

は東京以外の都市でも当てはめられる内容で共感もできた。また、従来型の再開発事業をすれ

ばなんでも解決すると思っている年配の方に課題を理解いただくような資料があればいただきた

い。懇談会資料のような形も含め、国土交通省さまにご検討いただきたい。 

方向性は理解できたが具現化の例が欲しかった。 

抽象論が多かったように思えたが、今後の具体論・政策論・制度設計論への展開を期待する。 

分科会的に、より具体的な議論について伺いたい。次回以降のシンポジウムに期待。 

アーカイブ配信はないとのことだが、是非今回の議論のまとめ的な資料を後日掲載してほしい。

最終報告会も是非開催してほしい。できればハイブリット型を希望する。都市の共感を高めてい
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回答  

くための、具体的な事例などあればお聞きしたい。 

録画や資料共有はないとのことだが、重要な示唆をいただいたこともあり、可能であればご検討

いただきたい。 

音声トラブルの後にフォローアップがあったら助かった。 

 
 

 
図 3.1-15 お住まい（都道府県）  

 

 
図 3.1-16 所属（属性）  
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(3.4%)
1

(1.7%)

1
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1
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1

(1.7%)
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(3.4%)

25

(42.4%)
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(18.6%)

1
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2

(3.4%)

3
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県
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県

海
外

民間企業（コン

サルタント）

14

(23.7%)

民間企業（デベ

ロッパー）

9

(15.3%)

まちづくり団体（都

市再生推進法人

を含む）

8

(13.6%)

地方公共団体

8

(13.6%)

学生・大学関係者

6

(10.2%)

他省庁

3

(5.1%)

民間企業（ゼネコン）

2

(3.4%)

国土交通省（地方

整備局を含む）

1

(1.7%)
その他

8

(13.6%)

民間企業（コンサルタント） 民間企業（デベロッパー）
まちづくり団体（都市再生推進法人を含む） 地方公共団体
学生・大学関係者 他省庁
民間企業（ゼネコン） 国土交通省（地方整備局を含む）
その他

N＝59 

N＝59 
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図 3.1-17 年齢 

 

 
図 3.1-18 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３０代

14

(23.7%)

４０代

14

(23.7%)

２０代

13

(22.0%)

５０代

8

(13.6%)

６０代

8

(13.6%)

７０代以上

2

3.4%

１０代

0

0.0%

３０代 ４０代 ２０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 １０代

男性

43

(72.9%)

女性

16

(27.1%)

男性 女性N＝59 

N＝59 
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(2) イベント開催後の情報発信 

イベント開催後、シティラボ東京ホームページにてイベントレポートを投稿した。投稿内容の

詳細は以下のとおりである。 

 
表 3.1-9 イベント開催後の投稿記事  

内容  公開日  URL 

イベントレポート 
令和 7 年 

9 月 16 日(火) 

https://citylabtokyo.jp/arti

cle/2025/09/16/report-

250817-empathic-city/ 

 

図 3.1-19 イベントレポート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://citylabtokyo.jp/article/2025/09/16/report-250817-empathic-city/
https://citylabtokyo.jp/article/2025/09/16/report-250817-empathic-city/
https://citylabtokyo.jp/article/2025/09/16/report-250817-empathic-city/
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3.2 「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」及び「日本橋浜

町エリア視察会」の企画・運営 

3.2.1 イベントの企画 

(1) エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－ 

1) 実施目的 

2007 年の都市再生特別措置法の一部改正により創設された「都市再生推進法人」は 2025

年 10 月末時点で 150 団体（指定実績）にまで増え、全国各地で様々な活動が着実に実施さ

れている。 

本年度の国土交通省主催による「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」では、

都市再生推進法人及び都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体（以下、「法人等

団体」という。）を対象に開催し、エリア特性別に分かれて、これまでの活動と今後挑戦したい

活動を共有しあい、法人等団体の課題解決に向けて議論するとともに、法人等団体同士の交

流を図る機会とすることを目的とした。 

 

2) 実施概要 

「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」では、各機関から都市再生に係る制

度紹介などを行った後、エリア特性別分科会として、5 つの分科会に分かれて、法人等団体が

持つ知見や課題等を共有し、エリアマネジメント活動の PDCA から都市再生推進法人の役割

を議論する場として、下記のとおり実施した。 

 

表 3.2-1 エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－の概要  

開催日時 令和 7 年 11 月 6 日（木）13:00～17:30 

会場 サンシャインシティ コンファレンスルーム（room12～15） 

開催方式 リアル開催 

次第 

1．開会挨拶 

2．情報提供 

3．エリア特性別分科会 

4．全体総括 

5．閉会挨拶 

申込期間 令和 7 年 10 月 3 日（金）～令和 7 年 10 月 17 日（金） 

申込者数 

都市再生推進法人 48 名 31 団体 

同行の自治体 7 名 6 自治体 

都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体 38 名 28 団体 

同行の自治体 17 名 11 自治体 

合計 ※110 名 59 団体 

当日 

参加者数 

都市再生推進法人 45 名 28 団体 

同行の自治体 7 名 6 自治体 

都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体 37 名 28 団体 

同行の自治体 16 名 12 自治体 

合計 105 名 56 団体 

※追加申込（申込募集期間以降）を含む 
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3) 開催告知方法 

開催にあたり、案内チラシなどの作成により、周知・参加者の募集を行った。 

 

① 案内チラシの作成 

案内チラシを作成し、法人等団体への配信や官民連携まちづくりポータルサイトに掲載する

などして周知を行った。 

作成したチラシを以下に示す。 

 

図 3.2-1 案内チラシ（表面）  
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図 3.2-2 案内チラシ（裏面） 
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② 参加申込フォームの作成 

イベントへの参加は事前申し込み制とし、オンライン入力フォームで実施した。作成したオン

ライン入力フォームを次ページ以降に示す。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.2-3 オンライン入力フォーム（1/2） 
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図 3.2-4 オンライン入力フォーム（2/2） 
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③ 申込フォームによるアンケート 

まちづくり活動を行うにあたり、最も課題だと感じていることや、今後挑戦したいと考えている

取組や活動を申込フォームにて事前に募集した。 

 

申込フォームによるアンケート結果の集計は、下記のとおりである。 

 
表 3.2-2 申込フォームによるアンケートの回答件数  

 
 
 
 

※追加申込（申込募集期間以降）を含む 

 
 

 
図 3.2-5 最も課題だと感じていること 

 

 

表 3.2-3 最も課題だと感じていること（その他の回答） 

# 回答  

1 自治体との連携（２回答）  

2 車道の滞留空間としての利活用  

3 まちづくりに対する意識合わせ 

4 活動•事業、法人の閉じ方（おおよそ 10 年後ぐらいを想定）  

5 にぎわいづくり 

 
 

 

6(5.5%)

6(5.5%)

10(9.1%)

14(12.7%)

14(12.7%)

16(14.5%)

44(40.0%)

その他

関係者との合意形成

エリアマネジメント活動に対する評価・効

果測定

まちづくりの意識醸成

組織の運営

人材の確保・育成

財源の確保

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

属性  人数  団体数  

都市再生推進法人  48 名 31 団体  

同行の自治体  7 名 6 自治体  

都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体 38 名 28 団体  

同行の自治体  17 名 11 自治体  

合計  ※110 名  59 団体  

N＝110 
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図 3.2-6 今後、挑戦したいと考えている取組や活動（複数回答可）  

 

表 3.2-4 今後、挑戦したいと考えている取組や活動（その他の回答）  

# 回答  

1 エリアプラットフォームの創設 

2 産官学民の連携によるイノベーション創出 

3 中心市街地活性化  

4 ファンド機能整備  

5 ファンド造成  

6 担い手づくり 

7 エリアで働く従業員の福利厚生  

8 かわまちづくり 

9 にぎわいづくり 

10 エリマネ固有の固定資産の保有  

 
  

10(9.1%)

17(15.5%)

19(17.3%)

23(20.9%)

26(23.6%)

36(32.7%)

38(34.5%)

87(79.1%)

その他

まちづくりGX（緑地の保全及び緑化の推進）

子ども・福祉まちづくり

防災・減災まちづくり

Well-being・健康まちづくり

まちづくりDX（デジタル技術を活用した取組）

空き家・空き店舗活用

ウォーカブルなまちづくり

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

N＝110（複数回答）  
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(2) 日本橋浜町エリア視察会 

1) 実施目的 

全国の法人等団体に、エリアマネジメント団体による取組状況を実際の現場で視察していた

だく機会として、「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」の開催日翌日に「日本

橋浜町エリア視察会」を開催した。  

 

2) 実施概要 

一般社団法人日本橋浜町エリアマネジメント事務局の協力のもと、日本橋浜町エリアを対

象として以下のとおり視察会を実施した。実施にあたり、「エリマネ会議（仮）－都市再生推進

法人等会議－」の申込フォームにて参加募集を行った。 

 
表 3.2-5 日本橋浜町エリア視察会の概要  

開催日時 令和 7 年 11 月 7 日（金）10:00～11:30 

会場 トルナーレ日本橋浜町 ３階 集会所 

視察順路 

トルナーレ日本橋浜町集会所（概要説明） 

⇒富士屋本店⇒日本橋浜町 F タワー⇒HAMACHO HOTEL & APARTMENTS 

⇒浜町えぐち⇒iiyu HAMACHO⇒あやめ第一公園⇒スプラウト日本橋浜町 

⇒HAMACHO FUTURE LAB⇒T-HOUSE New Balance⇒TOKYO MIDORI LABO. 

⇒浜町 LAB.⇒谷や和⇒浜町かねこ⇒HAMA1961⇒Hama House 

⇒トルナーレ日本橋浜町前 

申込期間 令和 7 年 10 月 3 日（金）～令和 7 年 10 月 17 日（金） 

申込者数 

都市再生推進法人 9 名 7 団体 

同行の自治体 2 名 2 自治体 

都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体 15 名 14 団体 

同行の自治体 2 名 2 自治体 

合計 ※28 名 21 団体 

当日 

参加者数 

都市再生推進法人 9 名 7 団体 

同行の自治体 2 名 2 自治体 

都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体 14 名 13 団体 

同行の自治体 2 名 2 自治体 

合計 27 名 20 団体 

※追加申込（申込募集期間以降）を含む 
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3.2.2 イベント当日の運営 

(1) エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－ 

1) プログラムの概要 

「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」のプログラム・タイムテーブルを以下に

示す。 

 

表 3.2-6 エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－のタイムスケジュール 

スケジュール 項目  説明者  

12:30～ 受付開始  

13:00～ 開会  

【進行】：株式会社サンシャインシティ 堀江 佑典  様  

昭和株式会社 山田  那奈  

13:00～13:05（5 分） 開会の挨拶  国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

官民連携推進室長  

国際競争力強化推進官  

太田 裕之 氏  

13:05～13:15（10 分） 情報紹介① 

政策・制度に関する情報提供 

国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

官民連携推進室 企画専門官  

浅野 幸継 氏  

13:15～13:25（10 分） 情報紹介② 

支援制度に関する情報提供 

民間都市開発推進機構  

専任推進役（地域連携）  

福井 誠 様  

13:25～13:30（5 分） 情報紹介③ 

活動に関する情報提供  

UR 都市機構  

本社  

都市再生部・部付担当課長 

中山 宗一  様  

13:30～13:40（10 分） 情報紹介④ 

アンケートに関する情報提供 

（都市再生推進法人の概要等）  

昭和株式会社  

山田 那奈  

東京大学大学院 工学系研究科  

都市工学専攻 博士課程  

松下 佳広 様  

13:40～13:45（5 分） エリア特性別分科会  

①論点と進め方について 

株式会社サンシャインシティ 

堀江 佑典  様  

13:45～14:05（20 分） 室移動・休憩（※時間調整含む）  
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スケジュール 項目  説明者  

14:05～14:10（5 分） エリア特性別分科会  

②ファシリテーター自己紹介 

【分科会 A】 

株式会社サンシャインシティ 

堀江 佑典  様  

【分科会 B】 

一般社団法人エリアマネジメント

ラボ 松下 佳広 様  

【分科会 C】  

一般社団法人エリアマネジメント

ラボ 谷村 晃子 様  

【分科会 D】 

一般社団法人エリアマネジメント

ラボ 宋 俊煥 様  

【分科会 E】  

一般社団法人エリアマネジメント

ラボ 葛西 優香 様  

14:10～15:10（60 分） エリア特性別分科会  

③団体紹介  

15:10～16:25（75 分） エリア特性別分科会  

④ディスカッション 

16:25～16:40（15 分） エリア特性別分科会  

⑤取りまとめ 

16:40～16:50（10 分） 室移動・休憩（※時間調整含む）  

16:50～17:25（35 分） 全体総括  【分科会 A】堀江 佑典  様  

【分科会 B】松下 佳広 様  

【分科会 C】谷村 晃子 様  

【分科会 D】宋 俊煥  様  

【分科会 E】葛西 優香 様  

国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

官民連携推進室 企画専門官  

浅野 幸継 氏  

【グラフィックレコーディング】 

古谷 栞 様  

17:25～17:30（5 分） 閉会の挨拶  国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

官民連携推進室長  

国際競争力強化推進官  

太田 裕之 氏  

17:30 閉会  

【進行】：株式会社サンシャインシティ 堀江 佑典  様  

昭和株式会社 山田  那奈  
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2) イベント運営・配信方法 

参加者はリアルで参加した。運営者は会場（サンシャインシティ コンファレンスルーム

（room12～15））に参集して、イベントを実施した。 

会場のレイアウト・設営状況の詳細を以下に示す。 

 

 
図 3.2-7 会場図  

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-8 会場レイアウト  
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3) イベント配布資料 

参加者に会議次第及び法人概要資料、情報提供資料を配布した。会議次第と法人概要

資料は当日会場にて配布し、情報提供資料はイベント終了後メールにて送付した。 

 

① 会議次第 

会議次第を以下に示す。 

 

 

図 3.2-9 会議次第  
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② 法人概要資料 

参加団体の概要資料を配布した。 

 

③ 情報提供資料 

情報提供資料を次ページ以降に示す。
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4) 当日の会場の様子 

当日の会場の様子を以下に示す。 

 

  

開会  開会挨拶  

  

情報提供① 情報提供② 

  

情報提供③ 情報提供④ 

  

情報提供④ 【エリア特性別分科会】論点と進め方説明  
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【エリア特性別分科会】分科会 A 【エリア特性別分科会】分科会 B 

  

【エリア特性別分科会】分科会 C 【エリア特性別分科会】分科会 D 

  

【エリア特性別分科会】分科会 E 全体総括  

  

全体総括  会場  

図 3.2-10 各プログラム進行中の様子  
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5) 全体総括の記録 

当日の全体総括については、発言録及びグラフィックレコーディングにて記録した。 

 

① 発言録 

全体総括の発言録を以下に示す。（表中の敬称略） 

 

発言者  発言録  

堀江 氏  

（株式会社サンシャ

インシティ） 

ここからは 5 つの分科会それぞれで出た意見を各ファシリテーターがまとめて

いきながら、どのような違いや共通項があったかなどをディスカッションしていこ

うと思います。では分科会Ｅからよろしくお願いします。 

葛西 氏  

（一般社団法人エリ

アマネジメントラボ） 

もしかしたら分科会Ａとは正反対かもしれませんが、やはり小規模のまちでのエ

リアマネジメント、都市再生推進法人としての取組をされているので、「持続可

能なまちづくり」や「このまちをいかに持続させていくか」といったところを課題視

している法人が多かったです。ですので「持続可能なまちづくり」と「既存のスト

ックの利活用」でグループを分けて議論しました。その中で具体的なＰＤＣＡと

いうことで議論を進めましたが、活動についてはハードの整備など様々なご意

見があり、その中で着目していきたいところが「Ｃの評価」です。各法人で、す

ごく地道に一つ一つ空き家をチェックしていたり、アンケートを 3 回実施し、そ

の集計も大変であるなどの話がありました。面白い評価軸の提案があったの

で、共有していただきたいと思います。評価というのは、年間報告を法人がまと

めて行政に報告するという、一対一の評価軸しかないですが、もっと客観的な

意見を取り入れて評価する仕組みを作っても良いのではないかという発言があ

りました。分科会Ｅの発言をして下さった方、その評価軸についてお伝えいた

だければと思います。 

分科会 E 参加者  まちづくり会社や都市再生推進法人になったときに、自治体と法人がエリア内

で一対一の対応にしかならないという話になりました。法人の活動がその法人

のことしか見えないので、違う地域の法人を見た時に、ものすごくきめ細やかな

ことをしていたり、面白いことをやっておられると思うのですが、そのエリアにいる

場合はそこの活動しか見られないので、あまり客観的な評価がなされないので

はないかという話が出ました。逆に外の人間から評価することによって、地元の

住民や自治体の方々にその団体の凄さが評価として出てくると団体側のやる

気にもなりますし、地域側のプレイヤーの方々にとっても、とても良いものになる

のではという話がありました。 

葛西 氏  ありがとうございます。都市再生推進法人はネットワークづくりが大事ということ

が第一にあると思っています。ここの法人の人達は他の法人の方から見ると本

当に凄いことをやっているということを、アワードのような形で、評価は審査員が

行うのではなく、法人に関わっている人達が他の法人を評価して、その中で得

点化して評価を得て地元に持ち帰っていただき、その地域の方に披露する、

そのような意見が出ました。 
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発言者  発言録  

都市再生推進法人としての役割を最後に議論しましたが、まだ経験値も無い

中でなかなか役割を固定化してしまうと出てこないという話や法人として難しい

立ち位置だという話も出ました。優遇等を受けていて、完全な「民」ではなく、

完全な「行政」でもない。行政との信頼関係や意思疎通を図ることも結構難し

かったりする。中間的な法人として、いかに住民の方や同じような活動をしてい

る民間法人に対して、立ち位置をどう示していくのかということはこれからもっと

深堀りして、自分たちもしっかりと密な会話をし、様々なステークホルダーに「自

分たちの立ち位置」を示していく必要がありそうだという話がありました。 

堀江 氏  ありがとうございます。続いて分科会 D よろしくお願いします。 

宋 氏 

（一般社団法人エリ

アマネジメントラボ） 

人口は分科会Ｅのまちより少し大きいかもしれませんが、9 団体ございました。

団体紹介シートには、全てに「ウォーカブル」が書かれており、非常に面白いと

思いました。やはり商業と住宅が交わったところでの立地的な特性があったの

で、その辺りの「ウォーカブル」化をどう進めるか、もちろん大都市での「ウォー

カブル」と若干概念が違うかもしれません。「ウォーカブル」をベースにしながら

も、その枠組みにおける商業活性化や賑わいづくりに強い主眼を置いている

のが 1 点目です。また、「交通インフラ」。駅周りの事例も結構ありましたが、「交

通インフラ」の中で公共交通であったり、シェアサイクルであったりをどうするか

という話が 2 点目。最後は「Well-being」で、福祉関係や居場所づくりなどをど

うするかという話が 3 点目でありました。 

まずは商業地域からです。賑わいづくりに関しては、イベントを沢山起こそうと

いう団体が多かったです。ただ、イベントを何でこのように実施する必要がある

のかという課題認識をしっかりしておかないと、実施する理由がわからなくなる

ので、商店街の方と思いを共有した上で進めていくというプロセスが非常に大

事だという話がありました。それからチェックのところが難しかったのですが、や

はり我々は黒子で動くということで、商店街のイベント的なことを実施している

上で、商店街の店舗数の増加や売り上げといったことによる評価がメインにな

っていました。法人の役割については、同じイベントでありながらも民間である

か官なのか、学生がいるのか、銀行が強いのか、それぞれの特性の違いを見

据えた上で様々なことを実施していくことが非常に重要という話がありました。 

「交通インフラ」については、主体的には行政、事業者、警察、エリマネ法人、

ユーザーという大きく 5 つの主体がいるということで、その中で特に行政の役割

が重要であると。我々法人が様々な活動を実施しているにも関わらず、交通関

係は全体が賄ってくるので、縦割りの部署の中で連携する必要があり、かなり

工夫しているということで、横断的な連携が大事であるという話がありました。分

科会 D の発言をして下さった方、よろしくお願いします。 

分科会 D 参加者  例えば道路の整備として、一車線を歩道にしたり、ロータリーを改修することな

どがあると思います。行政であれば柔軟に対応できる可能性があるところも、管

理部局と整備部局があり、市だけでも大変なのに、そこに県道や国道が入ると

さらに難しさが増すという話がありました。 
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宋 氏 ありがとうございます。そのようなところを横断的に連携できる、行政のどなたで

も知っているような都市再生推進法人になっていれば良いなという話が非常に

印象に残っています。 

それから事業者は収益性や採算性が無い限り、ビジョンだけではなかなか動

かないところもあり、そのようなところをどのように巻き込んでいくかが非常に悩ま

しいという話がありました。また利用者の方も、例えば 3 車線から 2 車線に戻す

ことによって交通渋滞が起きたりする、賑わいづくりを行おうとしたらと交通渋滞

が起きる、そのような相反するところをどう理解してもらうかが課題としてありまし

た。 

効果検証に関しては、例えば通行量など様々なデータを測る方法もあります

が、かなりハードルが高く時間を要するので、簡易的に効果検証できる方法を

見つけていくことが非常に大事であり、レビューに対する負担が大きいのでい

かに負担を下げるか考えるべきであるという話がありました。 

法人の役割としては、既にあることの効果を検証することも大事ですが、今無

いことを、住民のニーズをしっかり聞いて、新しいことを考えて挑戦していくとい

う役割をもっと大事にすべきではないかという話がありました。 

福祉関係では、公共空間の在り方とその活用が福祉機能を向上する上で大

事であるとお話をしていただいた方がいらっしゃいました。発表された方お願い

します。 

分科会 D 参加者  公共空間は誰のものでもない空間で、誰かの場所であるとルールに従う必要

がありますが、公共空間を活用することによって自分の主体性を発揮できるの

で、公共空間を使う価値をしっかり皆が共有することが大事です。また、障がい

者の方などイベントに来られない方が来やすい環境を作り、それが社会のイン

フラ整備に繋がるような、あえて外で行うことの価値を共有し、深堀りしていくこ

とが非常に大事だと思っています。 

宋 氏 ありがとうございます。公共空間は皆のものでありながら「自分ごと」しやすいも

のであり、それが将来的に皆の愛着に繋がるだろうということを共通認識にしな

がら公共空間を上手く活用していくことが大事であるということでした。 

KPI に関しては、通行量や関係人口を増やすなどありますが、それよりいかに

苦情が減っているかや、イライラ感が減っているか、ボランティアの弁当数が増

えたかなど、目に見えない評価ポイントも検証効果としてあるのではないかとい

う話も印象的でした。 

法人の役割として、黒子で動くということを言っていますが、いかにバックグラウ

ンドで裏方として様々なことを繋げてネットワーク化していくことが大事だという

話がありました。 

堀江 氏  ありがとうございます。続いて分科会Ｃよろしくお願いします。 

谷村 氏  

（一般社団法人エリ

分科会Ｃの特徴は大都市ではないですが、地方の中都市、なおかつ商業地

を抱えているという方々の集まったチームでした。構成としましては都市再生推
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アマネジメントラボ） 進法人が 6 割程、これから考えていく方々が 4 割程の人数構成になっていま

す。面白かったことが、これから都市再生推進法人になろうかと考えている団

体は、リノベーションなどもしながらまちづくりに関わっていきたいと考えている

方々が集まっており、リノベ系の話や空き家活用についても盛り上がって話を

展開していきました。3 つテーマを選びまして、まず 1 つ目は「公共空間利活

用」です。全部のテーマが繋がるところではありますが、こちらは「ウォーカブ

ル」に繋げるための「公共空間利活用」ということでテーマを設定しました。2 つ

目が「空き家活用」、3 つ目が「人材育成」です。 

まず、「公共空間利活用」については、都市再生推進法人の方々は、駅広や

道路、市役所広場などイルミネーションを毎年実施したり、本当に頑張ってら

っしゃる方々でした。そのような活動の一つ一つがまちの賑わいやイメージアッ

プに繋がることで必要ですが、やはりそれだけで人件費を賄う収益を見込むこ

とは難しい、無理であるという心の叫びが皆さんから話がありました。やはり都

市再生推進法人は、まちのポンプになるような役割なので、それをちゃんとまわ

していくためにも人材も必要なので、公共的な投資、補助金や予算を含めて

行政に頑張ってほしいところであるという意見がありました。お金にならないけ

れども、必要なことを自分たちが実施していくというお話がありました。 

2 つ目は「空き家活用」についてです。今までの空き家バンク制度ということで

なく、ローカルな情報をまちに根付いた都市再生推進法人やまち会社が集め

て、地元の人たちと繋がっていくことで、そのまちに民間ストックがどのくらいあ

るのかなど、適切な情報を皆で貯めてストックしていくことが重要であるという話

がありました。実際に不動産をされている方が多かったので、情報を集めるコツ

としては、いきなり自分だけで行かず、まず町会長と仲良くなってそこから地主

の人に繋いでもらうなど、不審なものではないとわかってもらいながら地元の情

報を収集しているという話がありました。また、「空き家活用」の課題としては、

地方都市なのでなかなか人がいなかったり、お金を生み出す流れが作りにく

い、賃料も今は下げ止まっているという話がありました。先ほど分科会Ｅからも

評価軸を検討すべきというお話がありましたが、空き家についても賃料や地価

など独自のエリアの評価軸を都市再生推進法人が検討できるのではないかと

いったアイディアもありました。 

3 つ目の「人材育成」については、やはりどこの組織も人手不足が共通項とし

て挙げられていました。「人材育成」に繋げるためにはシンポジウムやイベント

を実施したり、大学と繋がったり、都市再生推進法人は伴奏支援的に様々な

コーディネートをしていて、その座組を整えるのが都市再生推進法人の役割だ

という話がありました。「公共空間利活用」、「空き家活用」、「人材育成」に共

通することですが、都市再生推進法人の役割として、やはりＨＵＢ役であり、繋

がりを作っていくことが中間支援であることが共通のキーワードとして挙げられ

ました。「人材育成」の課題としては、やはり人が少ないので、まちなかにあまり

若者がいないことが挙げられました。個人の繋がりから声をかけて繋がりを作
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り、そこから組織として繋げていき、お仕事をするのかは難しいところであるとい

う話があったり、あとは求められているスキルが高くてなかなかそれに見合った

人材が見つけられない、出会えないことが地方ならではの課題という話があり

ました。 

堀江 氏  ありがとうございます。続いて分科会 B よろしくお願いします。 

松下 氏  

（一般社団法人エリ

アマネジメントラボ） 

分科会Ｂは、比較的大きな都市や政令市の方々が集まったチームです。テー

マは大きく 4 つあり、「ウォーカブル」、「公共空間」は比較的議論したい方が多

かったので 2 班作りました。あとは「賑わい創出」と、「エリアのブランディング」

の 4 つのテーマで議論をしました。C（Check）と A（Action）についてどのような

議論があったかをご紹介します。 

まず C（Check）については、まちづくり活動のビフォーアフターを測るというキ

ーワードがありました。その中には量の調査と質の調査があります。ただし他の

分科会でも議論があったとおり、測り方やそこにお金がかかる、人手がかかる

など、課題を抱えておられました。もう 1 つ取組の評価に加えて、都市再生推

進法人自体の継続をどのように評価するのかという議論がありました。都市再

生推進法人を続けるかどうかは何の評価もされておらず、年間報告書を提出

するのですが、それが良いのか悪いのかという評価は基本的にはされていませ

ん。そのような都市再生推進法人としての継続の評価の仕方が今のところ曖

昧で、分科会Ｅのアワードのようなものはとても良いなと思いました。 

次に A（Action）については、都市再生推進法人の役割とは何なのか、どのよ

うなアクションをしていくのかについて議論しましたが、自ら事業を行うという都

市再生推進法人の方もいらっしゃいました。都市再生推進法人が自ら事業を

行う立場としてエリアをプロデュースする立場、場合によっては自ら土地のオー

ナーになっているところもあり、自ら行うこと、それから制度を上手く活用して自

分たちで公共空間を使っていく立場であるというお話がありました。そのような

立場を上手く使って、象徴的な言葉でしたが、“椅子取りゲームになってしまっ

ている、まちなかの椅子を増やす立場でもある”というお話をしてくださった方も

いらっしゃいました。まず自ら行うことで地域の価値を上げていく、椅子を増や

していく立場に加えて、地域とのパイプ役、行政や企業とのＨＵＢになる、自分

で事業を実施する立場と地域の中間支援をする立場、両面の顔を持つ都市

再生推進法人ならではという立場を皆さんに議論いただきました。他の分科会

では、結構都市再生推進法人は微妙な立場であるというお話もありました。こ

こからは私の感想になりますが、都市再生推進法人は微妙な立場で、どれも

中途半端という見方もできるのですが、見方を変えると様々な顔を持つ立場で

もあると思っています。行政に近い立場や地域の中の一員、もしくは自分で事

業を行える立場であったり、実はそのような様々な立場を使えることは強みでは

ないかと思いますので、是非皆さんここにいらっしゃった方々は、上手く様々な

顔を使い分けられる、あえて玉虫色になれるような存在を目指すのも一つの道

かなと個人的に思いました。 



3-61 

発言者  発言録  

また、都市再生推進法人になったが、実はまだメリットを感じられていないという

議論もありました。分科会 B の発言をして下さった方、よろしくお願いします。 

分科会 B 参加者  道路占用についてはもちろんメリットを感じています。我々で占用を取ったり、

沿道のお店の前など軒先を我々がコーディネートする場面も今後我々の役割

としてあると思っています。一方で、国土交通省系以外の部署には、まだ都市

再生推進法人の認知度は低いと感じており、現場レベルの区役所などもなお

のことだと思っています。道路占用基準以外の基準によらない相談ごとなど

は、まだ都市再生推進法人だから良いとはなっておりません。やはり町内会や

まちづくり協議会、商店街の了解をもらってきて、担当課の連名で申請書出し

てなどが実情だと感じています。我々も頑張ってまちづくりの信頼感を上げて

いくのが必要だと思いますし、制度のＰＲも必要と感じております。 

松下 氏  ありがとうございます。行政の皆さん、国土交通省の皆さんも都市再生推進法

人という立場のより普及、立場自体の推進もしていただければと思います。 

堀江 氏  では分科会Ａのご報告をしたいと思います。分科会Ａは 17 団体で、大都市や

都心部でエリマネ活動をされている方が多く、東京、横浜、名古屋、大阪、博

多、広島などの都心部でのまちづくりを中心に議論しました。大きく 6 つの論点

でワーキングをし、1 つ目が「ウォーカブル」です。やはり再開発など都市基盤

が新たに整備されるときに生まれる公共空間をどのように繋げていくのか、活

用していくのかが関心ごととして大きくありました。2 つ目が「賑わいづくり」で、

都心部なので、なるべくどんどん人を引き込みたい、活性化させたいという意

見がありました。これは「ウォーカブル」とも繋がるような議論でした。3 つ目は

「個性」です。国土交通省の「成熟社会の共感都市再生ビジョン」でもキーワ

ードとして出ていますが、「個性」をどのように発揮させていくのかを議論しまし

た。そのまちならではの再開発事業が同じタイミングで様々なところで起きたと

して、人に飽きられないようなまちづくりをしていかなければならない、そのような

場合に「個性」をどう発揮していくのかというテーマで議論しました。ただ、その

ようなものは開発事業者や一、二企業でできるわけではなく、地域の商店会や

町会などの既存の地縁団体とどのように連携して取組を進めていくのか、合意

形成などに直接的に繋がる話として、「地域連携」も 4 つ目のテーマとして議

論されました。そのようなものを全てひっくるめて、まち自体が安心・安全でない

と人は来てくれません。例えば、賑わいを高めて人が来るようになった結果治

安が悪くなった、ゴミが増えたでは意味が無いということで、5 つ目に「安心・安

全」というテーマで議論しました。6 つ目が最近の国の施策や様々な企業の関

心ごとにも繋がると思いますが「ＧＸ」です。グリーンインフラやグリーンビルディ

ングなどに繋がる「ＧＸ」をテーマに話をしました。 

「ウォーカブル」や「賑わいづくり」、「地域連携」を行う上で、様々な空間を利

活用していく、特に都市再生推進法人制度の一番の強みが、都市にある公的

空間、あるいは公共性を帯びた空間の利活用を円滑化していく様々な協定制

度があり、非常に強みになると思います。しかし、コミュニケーションコストがかか
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ってしまいます。交通事業者や交通管理者と協議する上で都市再生推進法

人だからといって一足飛びに協議が進むということではなく、そこが一番のボト

ルネックなので、いわゆる許認可、許可制度ではなく、都市再生推進法人であ

ればこのようなことができるという届出のような形で、利活用が円滑化していくス

キームができると取組の継続性・持続性が高まるのではないかという話がありま

した。結局それが都市再生推進法人のエリマネ活動の継続を支援することに

繋がるので、そのような仕組みは是非あると良いという話になりました。それにコ

ミュニケーションコストも結果的に人材や人件費などに跳ね返るので、そこがク

リアされるだけで大きい影響があるのではないかと思います。 

評価の部分では、様々な定性的・定量的な評価の仕方が出ており、分科会Ｅ

と近いのですが、客観的な評価があると違うのではないか、例えば、大都市の

場合は海外のメディア、ガイドブックにどう掲載されているかなどが指標になる

のではないかという意見もありました。自分で自分を評価することは難しいけれ

ども、第三者が評価してくれていることは経費もかからず、アンテナに入りやす

いものにもなるので、第三者的な評価もあっても良いという話がありました。 

分科会ＡからＥまで共有しましたが、感想や気になったことがあれば浅野さん

からよろしくお願いします。 

浅野 氏  

（国土交通省）  

今回試行的に分科会で分けさせていただいて、やはり分科会ごとに扱うテー

マも少しずつ違って、議論の中身もだいぶ違うので非常に参考になりました。

「ウォーカブル」というキーワードも何回か出てきましたが、分科会によって出て

くる頻度が違ったり、エリアブランディングも少し大都市寄りのほうがキーワード

として出てきたかと思います。 

また、アワードという形で評価をするという意見がとても面白い取組で、理にか

なった取組だと思います。行政や審査員が評価するよりかは、都市再生推進

法人同士が評価軸を決めて評価することはとても面白い取組だと感じました。

エリマネ活動の中で効果が出ることに時間がかかるもの、短期的に出るものな

ど様々あり、それを全て評価しようとすると、アワードの申請を何回もしていかな

いといけなくなってしまうことが気になりました。どのようなタイミングで評価をす

べきか、してもらいたいかについて各分科会でご意見があれば伺いたいです。 

葛西 氏  分科会Ｅの方でお話があればよろしくお願いします。 

分科会 E 参加者  C（Check）の仕方としてそのような話になりました。アワードといっても同時に応

募してもらい、皆でその中から審査して、今年一番面白いところを選ぶ感じで

はないのかなと思います。競争性は大事だと思うのですが、お互いに褒め合う

ようなことかなと思うので、Ｄ（Ｄｏ）と A（Action）の後に実施すると良いのかなと

思いました。 

堀江 氏  多分評価というよりも、褒め合うためにそれぞれがお互いを知らないとそのよう

なことは生まれないと思うので、本日の都市再生推進法人等会議などをコミュ

ニケーションの場に仕立てていかないと勿体ないと思います。 
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発言者  発言録  

評価のタイミングについて、宋先生は定量的な話など、過去に行っております

が、そのような視点も踏まえてどうでしょうか。 

宋 氏 「エリマネ 3.0」の話もありますが、1.0 と 2.0 の間には、不動産の価値がどのくら

い上がったのか、研究結果として、明らかに不動産価値が上がっているという

効果が間違いなく出ています。それは皆で共有していく中で、次のステップとし

て今何を考えるべきかということで、通行量をリアルタイムで確認できるようにす

ることなど様々な話が出ています。重要なことは、これから簡易的に実施しやす

くする方法を探すことが重要であり、その意味では、先程のアワードは非常に

面白いアイディアである反面、準備が相当大変なのも考えないといけません。

私は、この皆さんと議論する場が非常に重要だと思っており、今回はワークショ

ップが普段のワークショップよりかなり長くできました。そのような 70 分程ワーク

をすることによって、お互いが何をやっているのかを知ることになるので、それが

また来年に繋がっていき、その重なりが、さらに良い場になるのではないかと思

っています。 

堀江 氏  評価することにお金と時間をかけていたら、評価を 2 回も 3 回も実施しようと思

わないですよね。評価は継続性が重要で、来年、3 年後、5 年後どうなったか

を見るときに、また労力をかけることはなかなか難しいと思います。 

宋 氏 アワードも、Ｄ（Ｄｏ）に対する短期的なチェックであって、長期的な話はあまり

出ませんでした。まさにアワードといったものも、短期的なものと長期的なものと

両方評価するアワードになると良いかと思います。 

松下 氏  評価のためのアワード、褒め合う場というお話もあり、このような場も必要であ

る、また、都市再生推進法人のメリットをもう少し分かりやすく発信できないかと

いうお話もあったと思います。例えば、このような場で褒め合ったり、評価をし合

ったり、都市再生推進法人としての地位の継承ができる場として、先輩の都市

再生推進法人から公共空間の上手い使い方のノウハウを聞けたり、知恵と知

識を伝承していく仕組みが、「都市再生推進法人だからこそ」ができるとメリット

の一つになると思います。 

堀江 氏  具体的な方法は何かありますか。 

松下 氏  ワークショップは 1 つの方法だと思います。都市再生推進法人は十何年も続

いている法人もあり、先輩都市再生推進法人がメンターで新人都市再生推進

法人の方々のお悩み相談を受ける場もあると良いと思います。この場がそのよ

うに進化できると都市再生推進法人になろうと思う人も増えてくると思います。 

宋 氏 ここで名刺交換されることによって、日々ちょっと気になることを電話ですぐ聞け

る関係になることが非常に大事なことだと思います。 

堀江 氏  分科会Ｃも様々なところからいらっしゃったと思いますが、そのような会う場の重

要性について何かあればお願いします。 

谷村 氏  PDCA のワーク②はとても難しかったです。私としては、ワーク①の団体紹介が

とても良くて、各団体で自己紹介シートを作ってもらい、分科会Ｃでは自己紹



3-64 

発言者  発言録  

介シートを壁に貼って時間が空いた人が見たりして、お互いに活動を知れて

情報交換にもなり、おそらく全員が名刺交換をして仲良くなっていました。この

ような場があって良かったと感じました。 

堀江 氏  知り合える、学び合える場ということですね。最後に総括を宋先生からお願い

します。 

宋 氏 一番面白かったことは、都市再生推進法人の役割ははっきりとはわからないと

いうことと、はっきりわからないから良いという裏面性があることでした。共通する

課題として大事なことは、行政の中での理解力は高めていかなくてはいけない

と思っており、意見を聞くと、様々な部署で都市再生推進法人と名乗っても門

前払いされるようなところが結構多いようで、なかなか大変であるという話があり

ました。裏面性を大事にしつつ、行政の中の理解力は高めていくことは都市再

生推進法人の最終的に目指すべき方向性かなと思いました。 

堀江 氏  ありがとうございます。今日は長時間に渡って分科会の中で皆さんと一緒に議

論できました。本日については、今後の企画や制度に反映できるように活動と

して進めていきたいと思いますので引き続きよろしくお願いいたします。グラフィ

ックレコーディングいただいた古谷さんから一言お願いします。 

古谷 氏  本日、グラフィックレコーディングさせていただきました古谷です。分科会ごとに

課題が違っていたり、重要視しているポイントが違っていたり、とても面白いなと

思いました。その中で共通する点としては、都市再生推進法人として様々な顔

を持ちながら、時には人と人を繋いだり、企業と行政を繋いだり、そのような役

割をしながらも、自分たちで行動も起こしていけるような、様々な顔をしながら

他の地域と連携して、本日のような形でネットワークを作っていただき、どんど

ん活動を広めていける、そのような自由度があることが都市再生推進法人の魅

力だと思いました。本日の皆さんの繋がりを是非、今後も活かしていただき、よ

り一層ネットワークを広めていきながら、「知の継承」という言葉も出ましたが、こ

れからも意見交換をして、褒め合えるような関係性を作っていただけたらと思い

ます。本日はどうもありがとうございました。 
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② グラフィックレコーディング 

グラフィックレコーディングを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-11 グラフィックレコーディング 
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(2) 日本橋浜町エリア視察会 

1) プログラムの概要 

「日本橋浜町エリア視察会」のプログラム・タイムテーブルを以下に示す。 

 

表 3.2-7 日本橋浜町エリア視察会のタイムスケジュール 

スケジュール 項目 説明者 

9:30～10:00（30 分） 集合（トルナーレ日本橋浜町集会所） 受付：昭和株式会社 

10:00～10:00 開会 日本橋浜町エリアマネジメント 

10:00～10:05（5 分） 挨拶 国土交通省都市局 

10:05～10:50（45 分） 視察先・ルート等概要説明 日本橋浜町エリアマネジメント 

10:50～11:30（40 分） 視察グループ A／B 案内：日本橋浜町エリアマネジ

メント 

同行：国土交通省都市局 

昭和株式会社 

11:30 集合場所にて解散 － 

 

2) 配布資料 

「日本橋浜町エリア視察会」参加者に当日配布した。 

 

図 3.2-12 日本橋浜町エリア視察会 配布資料  
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3) 日本橋浜町エリア視察会の様子 

「日本橋浜町エリア視察会」の様子を以下に示す。 

 

  

トルナーレ日本橋浜町集会所での講義 富士屋本店  

  

HAMACHO HOTEL&APARTMENTS 浜町えぐち 

  

T-HOUSE New Balance TOKYO MIDORI LABO. 

  

HAMACHO FUTURE LAB Hama House 

図 3.2-13 日本橋浜町エリア視察会の様子  
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3.2.3 イベントの開催結果等 

(1) 参加者アンケートの概要 

参加者に対して、イベントに関するアンケートを実施した。申込同様オンラインで行い、アン

ケートフォームの URL や QR コードについては、当日配布した次第資料に記載し、イベント開

催後に参加者にメールで発信することにて依頼を行った。実施内容の詳細を以下に示す。ま

た、作成したアンケートフォームを次ページ以降に示す。 

 
表 3.2-8 参加者アンケートの募集期間  

募集内容  募集期間  

参加者アンケート 

令和 7 年 11 月 6 日（木） 

～ 

令和 7 年 11 月 21 日（金） 
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図 3.2-14 アンケートフォームの項目と表示画面（1/2） 
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図 3.2-15 アンケートフォームの項目と表示画面（2/2） 
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(2) 参加者アンケートの結果 

参加者アンケートの結果の集計は、下記のとおりである。 

 
表 3.2-9 参加者アンケートの回答件数  

項目  人数、件数  

当日参加者数  105 人 

参加者アンケート回答件数  37 件 

 
 

 
図 3.2-16 会議参加の理由（複数回答可） 

 
 

表 3.2-10 会議参加の理由（その他の回答）  

# 回答  

1 今後の都市再生推進法人の指定の参考にしたかったから。 

2 
今後、都市再生推進法人の指定を受けられるよう取組を進めるた

め。 

3 都市再生推進法人を目指す団体が市内にいるため。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

4 (10.8%)

11 (29.7%)

23 (62.2%)

24 (64.9%)

24 (64.9%)

その他

より実践的な議論をしたかったから

他の都市再生推進法人の活動につ

いて興味があったから

エリアマネジメントを実践する上で、

参考にしたかったから

他の都市再生推進法人と交流した

かったから

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

N＝37（複数回答）  
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図 3.2-17 参加した分科会 

 

 
図 3.2-18 参加した分科会の感想  

 
表 3.2-11 参加した分科会について「やや不満」、「不満」と回答された理由（自由意見）  

# 回答  

1 
ワークショップ作業になってしまい、他の方の事例に触れる機会が

少なくなってしまった。 

2 

ファシリテーター（学生）の能力が低すぎたので私が代わりにファシ

リテートした。ある程度は課題・現状を理解・勉強してもらわないと

参加者がせっかく良い事例を持っておられても引き出せないのでそ

のような運営は辞めてほしい。また、WS の論点や引き出したことが

議論するほどに理解できなかった。おそらくは都市再生推進法人の

役割や評価指標だと思うが、あのワークの形式だと議論するほどに

一般論として都市再生推進法人に必要なことって何かという議論に

集約されていき、困難を乗り越えた良い事例を自然と引き出せるも

分科会A

8

(21.6%)

分科会B

6

(16.2%)
分科会C

7

(18.9%)

分科会D

9

(24.3%)

分科会E

7

(18.9%)

分科会A 分科会B 分科会C 分科会D 分科会E

とても満足

20

(54.1%)

やや満足

11

(29.7%)

普通

3

(8.1%)

やや不満

2

(5.4%)

不満

1

(2.7%)

とても満足 やや満足 普通 やや不満 不満

N＝37 

N＝37 
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# 回答  

のになっていないし、突拍子もないことを言う人がいないと目新しい

結論が見えてこない。都市再生推進法人は多種多様、事例ごとに

良さがあり学ぶことがあるので得るものがあるから聞き手次第だと

思うのでそのようなところを引き出せる運営にすべき。 

3 チーム分けについて仕分け方は少し違和感があった。 

4 

そもそも法人誕生の経緯や地域性は様々であり、どう行っていこうと

の結論じみたことを抽出すること自体、無理があると感じた。また推

進法人としての意見共有であり、これから推進法人を目指す諸団

体とは感じ方も違い、同席にて推進法人の議論をすることは形式的

な分科会に過ぎないと感じた。 

 
 

 
図 3.2-19 会議全体についての感想 

 
表 3.2-12 会議全体について「やや不満」、「不満」と回答された理由（自由意見）  

# 回答  

1 

情報提供について聞きたい情報を詳しく聞けるわけでもなく、分科

会についても気になった事例を持つ団体の話を深掘りできたり当方

で上手くいったことをお伝えし切れるでもなく中途半端な印象。最終

懇親会で回収しましたが会議としては少し勿体無さを感じた。 

2 
プロジェクターに対して席が遠いなかで資料の文字も細かく、会場と

資料構成が噛み合ってなかった。 

3 

数年前に制度の変更があり、市町村の出資が無くとも、都市再生

推進法人として認められている。その中で、市町村の意向による動

き方、また補助金を当てにする議論は我々には無関係であると感じ

ている。また最後に議論された表彰制度アワードの設定だが、私は

反対。他の推進法人は審査によるアワードの選考となるとは思う

が、都市再生推進法人が活動するエリアはそれぞれ全く違う。なの

で比べること自体、問題があると思う。もし導入されれば、アワードを

受賞した法人である、事業である、と何らかの PR をすることになる。

とても満足

18

(48.6%)
やや満足

13

(35.1%)

普通

3

(8.1%)

やや不満

3

(8.1%)

不満

0

(0.0%)

とても満足 やや満足 普通 やや不満 不満

N＝37 
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# 回答  

それこそ、地域の活動からかけ離れたものになると考えてる。それ

ぞれの活動が金賞で良いのではないか。 

 
表 3.2-13 その他、全体を通してのご意見・ご感想  

回答  

感想   
同じくらいの規模の団体でグループを組んでいただいたのはとても良いと感じた。 

全国各地からまちづくりの先駆者が集まる機会は貴重であり、交流の場としてもとてもありがた

い。自治体職員も対象にしていただくことにより、都市再生推進法人の実際のメリットや苦労感

を直接伺うことができ、大変参考になった。 

全国に同じように悩んでいる団体がおり、いろんな背景（産官学どの色が強いか）を持った団体

がいることを認知できた。 

他地域の実践者と交流ができて大変良かった。分科会では、同規模の都市で同じような悩みを

抱えており共感しやすい話が多かったので、打ち解けるまでの時間が短く他のワークショップな

どのイベントよりも突っ込んだ話ができたのでとても充実した時間を過ごす事ができた。また、夜

の交流会では都市部の人ともお話ができ、その話のなかで警察や行政とのやり取りの課題など

都市部も田舎も規模の大小はあるが同じような所で課題意識があるのだなと、身近に感じる話

題もあった。 

自治体として参加させていただいたが、推進法人が活動する上で感じていることを生の声として

聴くことができ、多変参考になった。 

ディスカッションで、他エリマネの取組について聞くことができ良かった。 

要望   
ワークは密度が高く、脱線した会話がしにくい。フリーディスカッションのようなゆとりがあるとより

交流が図れる。 

分科会のワークショップについて、進め方がわかりにくかった。ワークシートを記入した上に、そ

れを付箋に書き換えたり、グラレコしたりしていたので、二度手間になっているように感じたし、グ

ラレコ作成者の技術にかなり差を感じた。 

この会議は何を目的にしているのか、何の議題を会議するのかが、わかりにくいと感じた。都市

再生推進法人が抱える問題点を解決することが目的なのか、これから指定を受ける方々への

レクチャーなのか、分科会は無意味に感じている。実行の伴わない議論になっているし、言わば

身内だけでの盛り上がりに過ぎないと思う。それよりも国土交通省や法令関連団体などの説明

にもっと時間を費やすべきだと感じる。現状のやり方では来年は参加しない意向。 

各団体の取組内容や取組事例の発表。 

投影していただいた資料が手元にあると良かった。 

国と民間しかいないので、地方自治体の参加を国から呼びかけて欲しい。それが都市再生推

進法人の認知度アップにつながると思う。 

分科会の議論で、プレイヤーの方の参加が少なかったのが少し残念だった。日程について、もう

少し早く周知いただきたい。（きっと遠方の方のご予定も立てやすくなると思う。）東京以外の開

催も検討しても良いかも。 

都市再生推進法人を目指すか否かがまだ、全体議論までいかないままとなっている。今後も積

極的な取組事例を参考にしたいため、引き続き情報共有お願いしたい。 

都市再生推進法人のメリット・デメリットはこれから目指す団体にとっては必要な情報だと思うの

で、引き続き情報共有の場を設けていただきたい。 

都市再生推進法人の資本構成や活動の方向性、活動資金の規模感、まちの規模や課題感、
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回答  

活動フェーズなど、パターン化していただけると、参考にしやすい。 

認定までの具体的なフローが示されると良い。 

 
表 3.2-14 今後、議論したいテーマ 

# 回答  

1 
都市再生推進法人を取得した理由と、実態について各地の状況を伺いながら、国交省と対応

策を検討したい。 

2 各団体が抱える問題や取り組んでいる事例など。 

3 都市再生推進法人の指定前後のギャップや、自治体とのギャップについて。 

4 

推進法人を検討している身としては「推進法人として何がメリットなのか」、「推進法人だからで

きていること」などを知りたい。市を説得させる材料探しで参加していたので、そこに特化した議

論を行いたい。 

5 

都市再生推進法人として、どのように地域に役立てれるのかというような議論・勉強会などがあ

ったら助かる。まちづくり会社として普段の業務を行っているので、その住み分けやメリットをきち

んと把握していない所が正直な所。勉強しながら取り組んでいる。 

6 当該法人と地域経営組織体制について。 

7 関係者の腹落ち感を醸成していく方法。 

8 想いの承継（法人設立世代から次の世代への引継ぎ）問題。 

9 所属会社の無関心への対応（エリマネブームが終焉するなかで意義を伝える）。 

10 都市再生整備計画の提案事例（地方都市）や都市利便増進協定の事例・手続説明。 

11 各まちづくり制度をテーマとした議論。 

12 制度活用に則った事例やどのように活用まで漕ぎ着けたか聞きたい。 

13 都市再生推進法人の先行事例や成功例、失敗例を具体的に上げて意見交換をしたい。 

14 植栽関連、GX、防災。 

15 事業の資金調達、活動資金の獲得。 

16 稼ぐことができる団体になるために、どんなアイデアがあるのか。 

17 地方のエリアマネジメント会社がどのように収益を上げているかを議論したい。 

 
表 3.2-15 「都市再生推進法人」の普段の呼び方や、愛称のアイディア 

# 回答  

1 トサイホウジン（よく法人格と誤解される。） 

2 推進法人  

3 都市法人  

4 
市民の方に説明するときは「まちづくり法人」と説明している。子どもでも「まちをつくる」というこ

とを行っている、ということは分かってくれるが、少し言葉の意味が広すぎる気はしている。 

5 会社の名前で呼んでいる。 

6 エリマネ法人  

7 エリマネ 

8 都市再生推進法人  

9 都再法人、トサイホウジン 

10 エリアマネジメント会社  

11 認定エリマネ 

12 まちづくり会社 
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# 回答  

13 まちづくり法人 

14 まち法人  

15 まちとし再生法人  

16 まちさいすい（まち（の）さい（せい）すい（しん）） 

17 トシサイ（サイのイラスト付き？） 

18 まち盛り上げ隊  

19 都市マネ（都市マネージャー）  

20 タウンマネージャー 

21 リアーバン（ReUrban） 

22 Re:City 

23 エリバ（エリア＋リバース） 

24 

推進法人としてのメリットを感じられていないこともあるので、エリマネと推進法人の役割の違い

がもっと明確になれば良い。その上で、名称をつけて広まればいいと思う。今のままだとエリマネ

と混濁するだけ。 

25 
柔らかい言い方だと何のことだか分からなくなるので、一般社団法人の「イッシャ」とか、そのくら

いの感じが実際は良いと思う。 

26 愛称をつけるなら公的なイメージが出ているものが良い。 

 
表 3.2-16 「都市再生推進法人等会議」に代わる会議名称のアイディア 

# 回答  

1 まちづくりサミット 

2 エリマネ会議  

3 都市再生推進法人・行政会議（行政にもっと積極参加していただきたいため）  

4 都市再生推進法人連絡協議会  

5 都市再生ラボ 

6 都市再生ミーティング 

7 エリマネ作戦共有会  

8 エリマネカンファレンス 

9 エリマネミーティング 

10 エリマネつながりミーティング 

11 まちなか会議 

12 まち会議  

13 広域まちづくり会議  

14 まち再生会議  

15 まちとし再生会議  

16 まちづくり推進法人全国フォーラム 

17 未来のまち創造サミット 

18 トサイホウジンミートアップ 

19 集まれ！アーバンデザイン大集会  

20 エリバ（エリア＋リバースの場） 

21 会議より、ミーティング。 

22 前設問で選ばれた名称を会議名に反映させたら良いと思う。 

23 役所の人も来ると思うので、都市再生という言葉があった方が分かりやすいと思う。 



3-77 

# 回答  

24 全国エリマネと差別化できる名称が良いと思う。 

 
表 3.2-17 都市再生推進法人指定を受けるまでの課題やネックとなった点、またそれに対する解決策  

# 回答  

1 明確なメリットを見出せない。 

2 
推進法人を目指す団体へ推進法人に指定されることによるメリットなどを上手く伝えることがで

きない。目指す団体はいくつかあるが、金銭面で自治体からも支援ができず苦慮している。 

3 自治体としては、指定に際し特に障壁となることは無かった。庁内調整のみ。 

4 行政の制度整備のスピード感。 

5 
行政（区）が都再法人をなかなか認定したがらない。役割や機能が異なるのに、近くに既存の都

再法人があると乱立は避けたいという理由で拒まれる。 

6 自治体の所管部署以外への、当法人の立ち位置の説明。 

7 （自治体）指定基準の設定、庁内調整。 

8 行政協議、今後の行政関係性。 

9 行政協議。なぜ推進法人になる必要があるのか。今のままではだめなのかを詰められる。 

10 行政協議。都市再生推進法人への理解を内部で広めることに時間を要した。 

11 
自治体側が認定までの手続きや流れが分からない。また、どこに相談していいかも分からない。

認定者が市町村のため県も相談に応じてくれない。 

12 関係者の事業計画についての合意形成（理事会等はあるものの他人事感が否めない）。 

13 地域（町会）との合意。 

14 社内での法人指定の目的の説明。 

15 合意形成の難しさ。 

16 

都市再生推進法人自体の価値は何を行うかではなく、誰が行うか。まず法人指定を受けるため

には、代表者や法人の構成員が地元の信頼を得ることが法人設立の必修条件。また、地域の

賛同を得るために地元有力企業、各種団体に出資を仰ぐ必要がある。その条件を満たすことに

より法人設立につながる。 

17 いつも同じ話ですが、財源と人材。 

18 
自治体側からの課題は、エリアマネジメントをする法人がどのように収益を得て社員を養ってい

けるかが、指定する上で重要なポイントになる。 

19 収益面。 

20 事故等のリスク対応。 

21 特に無し（手続きに際しエリマネ担当課が親身になってくれた）。 

22 

エリプラの活動や会議を経て、やはり絵に描いた餅ではなくビジョンを実現させるために、法人

化が必要！ということでソフト事業とハード事業を行うまちづくり会社をそれぞれ設立し、ソフト側

から都市再生推進法人への指定を実現した。ビジョン作成を関係者を交えて丁寧に行ったので

それほど大きなハードルはなく、行政の理解も得られた。 
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図 3.2-20 所属（属性）  

 

 
図 3.2-21 年齢 

 

 
図 3.2-22 性別 
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1
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３０代
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５０代
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６０代

1
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0
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(81.1%)
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男性 女性
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 エリアマネジメント政策対話の企画・運営 

3.3.1 イベントの企画 

(1) 実施目的 

国土交通省にて開催した「持続的なエリアマネジメントに必要な財源・人材ワーキンググル

ープ」では、持続的なエリアマネジメントを目指し、「エリアマネジメントの活動計画」について議

論された。 

今回の国土交通省及び全国エリアマネジメントネットワーク共催による「エリアマネジメント政

策対話」では、「エリアマネジメントの活動計画」をテーマに、現場での活用可能性や計画作成

にあたっての留意点や課題点、工夫点を議論し、整理することを目的とした。 

 

(2) 実施概要 

「エリアマネジメント政策対話」はリアルとオンライン（Zoom）のハイブリッドで開催した。事務

局より、本日の流れと「エリアマネジメントの活動計画」について説明した後、地区ごとの個別ワ

ークとして、「エリアマネジメントの活動計画」を作成、グループディスカッションとして、同質な地

区間での共有と計画作成にあたっての課題点を議論した。 

 

表 3.3-1 エリアマネジメント政策対話の概要  

開催日時 令和 8 年 2 月 17 日（火）13:30～17:00 

会場 DMO 東京丸の内 丸の内二重橋ビル 6 階 

開催方式 リアルとオンライン配信（Zoom）のハイブリッド開催 

次第 

1．開会 

2．イントロダクション（本日の流れとエリアマネジメントの活動計画の記載項目の説明） 

3．地区ごとの個別ワーク（エリアマネジメントの活動計画の作成） 

4．グループディスカッション（同質な地区間での共有と計画作成にあたっての課題点出し） 

5．全体討議 

6．閉会 

参加団体 

グループ A 

（一社）大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会 

秋葉原タウンマネジメント（株） 

池袋エリアプラットフォーム 

麻布台ヒルズ協議会（森ビル（株）） 

梅田地区エリアマネジメント実践連絡会 

ミナミまち育てネットワーク 

千代田区 

豊島区 

渋谷区 

大阪市 

グループ B 

札幌駅前通まちづくり（株） 

（一社）定禅寺通エリアマネジメント 

UDCK 

UDC2 

広島駅周辺地区まちづくり協議会 

博多まちづくり推進協議会 

札幌市 

仙台市 

柏市 

広島市 

福岡市 

グループ C 

（一社）草薙カルテッド 

（株）にぎわい宇部 

（一社）のあそび labo 

静岡市 

宇部市 

荒尾市 
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3.3.2 イベント当日の運営 

(1) プログラムの概要 

エリアマネジメント政策対話のプログラム・タイムテーブルを以下に示す。 

 

表 3.3-2 エリアマネジメント政策対話のタイムスケジュール 

スケジュール 項目  説明者  

13:00～ 受付開始  

13:30～ 開会  

【進行】：全国エリアマネジメントネットワーク 長谷川  隆三 様  

13:30～13:40（10 分） 本日の流れ 全国エリアマネジメントネットワーク 

長谷川 隆三 様  

13:40～14:00（20 分） エリアマネジメントの活動計画の

記載項目の説明  

国土交通省都市局  

  まちづくり推進課  

官民連携推進室長  

国際競争力強化推進官  

太田 裕之 氏  

14:00～15:00（60 分） 地区ごとの個別ワーク  

15:00～15:10（10 分） 休憩（※時間調整含む）   

15:10～16:10（60 分） グループディスカッション 【グループ A】 

全国エリアマネジメントネットワーク 

長谷川 隆三 様  

【グループ B】 

昭和株式会社  

山田 那奈  

【グループ C】 

昭和株式会社  

中山 裕太  

16:10～17:00（50 分） 全体討議   

17:00 閉会  

【進行】：全国エリアマネジメントネットワーク 長谷川  隆三 様  
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(2) イベント配布資料 

参加者に本日の進め方資料及び説明資料、「エリアマネジメントの活動計画」のフォーマット

（案）資料を配布した。 

 

1) 本日の進め方資料 

本日の進め方資料を以下に示す。 
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2) 説明資料 

今回のエリアマネジメント政策対話実施に係る説明資料を以下に示す。 
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3) エリアマネジメントの活動計画のフォーマット（案）資料 

エリアマネジメントの活動計画のフォーマット（案）資料を以下に示す。 
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(3) 当日の会場の様子 

当日の会場の様子を以下に示す。 

  

開会  イントロダクション 

  

地区ごとの個別ワーク（グループ A） 地区ごとの個別ワーク（グループ B） 

  

地区ごとの個別ワーク（グループ C） グループディスカッション 

  

全体討議  全体討議  

図 3.3-1 各プログラム進行中の様子  
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3.3.3 イベントの開催結果等 

(1) グループディスカッションでの主なご意見 

グループディスカッションでは、「エリアマネジメントの活動計画」作成にあたっての留意点や

課題点、工夫点について議論した。主なご意見を以下に示す。 

 

1) 目的・目標 

表 3.3-3 目的・目標についての主なご意見 

グループ 主なご意見 

グループ A 

・誰にとっての計画・目的なのかが不透明なため、記載するべき内容があまり具体

的に考えられていない。 

・定量的な目標の設定が必要であることはわかりつつも、人手（マンパワー）や予算

をどのように確保するかに苦労している。 

・どのような項目を計測すべきなのか。どのように計測すべきなのか。現在もイベント

の際には効果測定を行っているが、その成果がどのようにまちの変化に繋がって

いるかを見ることができていない。 

・計測した結果や効果をどのように活用していくかが明確になっていないため、定量

的な目標の設定が難しい。 

・目標の設定において、右肩上がりが全てではないと考えている。現状をどう維持し

ていくのかという視点も必要ではないか。 

グループ B 

・計画の項目が「目的・目標・基本方針」と細かく分かれており、内容が重複してしま

うため書きにくい。もう少し大まかな構成とし、策定組織が柔軟に記載できる形式

が望ましい。 

・ウォーカブル施策のように、歩行者通行量の増加などは中長期的な総合効果であ

るため、個々の活動単位で目標値を設定することは困難。 

・目標値を設定した場合、その達成状況をどのように評価し、未達成の場合にどう

対応するかを明確にしておく必要がある。 

・複数のエリアマネジメント団体の活動を一つの計画にまとめると、それぞれの目的

が異なるため、整合を取ることが難しい。活動単位で目標を設定できる枠組みの方

が現実的。 

・定量的な目標や効果指標の設定が難しく、ビジョンとの重複が生じやすい。何を

「効果」として記載すべきか判断しにくい。 

・計画の冒頭で目標を設定する形式では、関係者間の合意形成が現実的に難し

い。実施内容が具体化した後に数値目標を設定する方が理解されやすい。 

グループ C 

・計画期間は原則として 5 年間とし、3 年ごとに評価・見直しを行う一方で、短期的な

効果の発現が見込みにくいことから、KPIの設定方法が課題と考える。実際の評価

はモニタリングを中心とした指標の設定が適切であると考えられる。 

・今回、官民連携まちなか再生推進事業の成果連動型補助金で同様の申請フォー

マットがあったため、それを参考に計画を作成した。ただ、作成を進める中で、明確

な数値目標が十分に設定できていないことが課題だと感じた。明確な数値目標が

ないと、担い手づくりや関係性の構築、人材面・資金面の取組についても、「何とな

く良いことをやっている」という印象に留まってしまいかねないため、取組や活動の

成果を示す指標をどう設定するかが重要であると感じた。 
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2) 対象区域 

表 3.3-4 対象区域についての主なご意見 

グループ 主なご意見 

グループ A 

・都市再生整備計画などの関連計画を参考に対象区域を設定することになるが、こ

れまで様々な関係者といくつかの計画を策定し、その計画ごとに対象区域が違うた

め、本計画がどのような目的で策定するものなのかによって、区域や関係者を検討

する必要がある。 

グループ B 

・別団体との活動範囲の境界が明確でないため、エリアの記載が曖昧になりやす

く、区域設定の整理が課題となっている。 

・既往計画のいくつかの対象区域が同一かつ広範囲となっており、整合性を考えた

際に、この広い範囲で本計画を立てることの現実性に疑問がある。そのため、活動

を絞って範囲設定する必要があると考えられる。 

・計画策定後も、運用の中で活動エリアや内容を見直す必要が生じる場合がある。

例えば、設定した通りでの活動が難しくなり、別の通りへ変更する際、その理由や

資金計画を再検討する必要があると、担当者の負担が大きい。こうした変更に柔

軟に対応するためには、あらかじめ広めの範囲を区域として設定しておく方が現実

的であるとも考えられる。 

・エリア設定を長期的な視点（5 年後、10 年後）で明確に定めることは難しく、エリプ

ラの活動範囲のように、ある程度柔軟で曖昧さを許容する区域設定の方が運用し

やすいと考えられる。 

グループ C ・都市再生整備計画におけるまちなかウォーカブル区域を基本に設定した。 
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3) 活動内容 

表 3.3-5 活動内容についての主なご意見 

グループ 主なご意見 

グループ A 

＜活動内容について＞  

・目標や方針などおおよその活動内容なのか、具体的な取組内容なのか、どこまで

記載すればよいのか、どの程度の内容を記載すればよいのか悩ましい。 

・記載項目に取得資格（都市再生推進法人など）の欄があることで、その団体がど

のようなことをできるのかが分かりやすくなるのではないかと感じた。 

＜活動スケジュールについて＞  

・これまで当年度毎に活動検討を行っているため、長期スパンでの活動内容の検討

は難しく、特に 5 年を超えると活動の解像度が下がってしまう。 

・これまで行ってきた活動を今後も継続して行う場合、スケジュールとして今後の活

動内容を書くとしても、帯状でこれまでの活動を継続するとなるだけのため、あまり

スケジュールとして記載する意味がないものになってしまった。 

グループ B 

＜活動内容について＞  

・官民連携による活動のうち、案内情報の共有など規制緩和等を伴わない取組を

計画に記載すべきかどうか、判断が難しかった。 

・活動の区切り方（どの単位で記載するか）の判断が難しく、定常的な取組を全て書

くと内容が固定化されてしまう懸念がある。既存の活動に加え、今後整備していく

仕組みや新しい取組をどの程度詳細に書くべきか検討が必要である。 

・計画に含める取組の範囲について再検討が必要。公共空間やウォーカブル関連

に限定すべきか、地域全体の取組も含めるか、趣旨との整合を考慮すべき。 

・活動の役割分担については整理可能だが、複数の主体が関与することで、担当

範囲が重なりやすい点に留意が必要。 

・「整備・管理対象／体制」の記載方法が分かりにくく、今回は整備主体と管理主体

を区別して書く形で対応した。 

＜活動スケジュールについて＞  

・単年度ごとの計画も随時検討していくことが想定されるため、本計画では大まかな

スケジュールの記載に留めても良いと感じた。 

グループ C 

＜活動内容について＞  

・様々な主体が多種多様な活動を行っている中で、活動主体単位か、活動内容単

位か、活動エリア単位か、どのように記載するか悩ましい。 

・都市再生推進法人が中心となってエリアマネジメントを担っているが、まちづくり団

体等の小さなまちづくり活動を十分に把握しきれてはいない。そのため、本計画に

おいて、活動主体をどこまで広げられるのかは難しい課題だと感じている。むしろ、

都市再生推進法人が中間支援的な立場となり、様々な場所で自立分散型の活動

が増えていくことで、そうした多様な主体の活動が、本計画の中にうまく反映される

ようになると良いのではないかと感じた。 

・エリアマネジメント活動を事業ごとにグルーピングし、一覧表として整理することが

難しい。行政が実施している取組をどの程度まで記載すべきか、さらに活動主体の

範囲をどこまで含めるのかについても、判断に迷うところがある。 

＜活動スケジュールについて＞  

・実験期である初動段階においては、黒字化を強く意識するのではなく、行政の手

厚い支援のもとで取組を進めることが現実的である。その上で、自走を目指す段階

を経て、最終的には安定期へと移行していくといった、フェーズ 1・2・3 のような段階

的なプロセスを踏むスケジュールを設定することが重要ではないかと思う。 
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4) 資金計画 

表 3.3-6 資金計画についての主なご意見 

グループ 主なご意見 

グループ A 

・数年先の資金計画を記載するにあたり、どこまで見越すのかが悩ましい。公開され

る場合、記載内容に責任を持つ必要があるため、記載内容も限られてくる。 

・人件費をどのように記載するか悩ましい。本計画の策定にあたって、関係機関との

協議や個別相談、策定検討にあたり人件費がかかってくる。 

・現在取り組んでいるものはいくつかの事業が複合して行われているため、年度ごと

に記載することに意味があるのかと感じている。 

・現時点で団体が明確な収入源を持っていないため、収入の記入が難しい。 

・資金構成を検討する前に、現在行っている活動（エリアマネジメント広告等）をどの

ようにマネタイズ化していくかを検討する必要がある。 

グループ B 

・人件費をどの範囲まで資金計画に含めるかは判断が難しく、今回は人件費を除い

て計上した。記載方法についても悩ましい部分があった。 

・年度ごとの整理の方が作成しやすい一方で、支出項目のうち事務費などの表現が

難しく、精度をどの程度求めるかは検討が必要。 

・5～10年先の資金構成を見通すのは難しい。例えば、転貸借事業などは稼働状況

が読めず、共通経費（人件費等）の扱いも分かりづらい。 

・都市全体や複数団体が関わる区域を対象とする場合、事業者ごとの収支を合算

して整理するのは難しい。 

・2 年目、3 年目の予算計画を記載したが、行政・民間の双方で、将来的にどのよう

に予算の担保を確保していくかが課題。 

・将来の予算確保は不確実性が高く、財政部局協議に時間を要する可能性がある。 

・複数の資金源（例：市、商工会議所、駅前会員の会費など）がある場合、事業収

入との整理・棲み分けが難しかった。 

・中長期的な視点で負担者を明確に進められることが、本計画のメリットであると感じた。 

・各エリアマネジメント活動の資金計画では、単年度では赤字になる部分を、どのよ

うに黒字化・自立化していくかを意識して記載する必要がある。 

・市から人的協力を受けている取組のように、金銭換算できない支援が多数あるた

め、実際以上に行政負担が見えにくくならないように注意が必要。こうした支援内

容を補足的に記載できる欄があると望ましい。 

・既に自立的に行われている清掃活動など、支援措置を求めない取組を計画に含

めるべきかどうかも、整理が必要な論点。 

グループ C 

・事業ごとに記載する場合、各団体に対して支出している委託費や補助金を事業単

位で整理し直す必要があり、作業が煩雑となる。 

・本計画を策定しても、どこまで着実に実行できるかが課題である。単年度の計画で

すら十分に運用できていない状況で、5 年間の中期計画を掲げることの現実性に

ついては慎重に考える必要がある。計画の内容をどこまで具体化し、どこまで実行

可能な水準に落とし込むのか、現実的な範囲に絞って検討することが重要である。 

・各団体の活動では、年度ごとにムラがある。年度ごとの資金計画が限界である。 

・実情に即して記載しているものの、現状は従業員全員が兼務しており、その分固

定費を抑えられている側面がある。今後は、自主事業をどのように拡大するか、ま

ちの広告をどのように活用するか、賛助団体からどのように資金を集め、どのよう

な形で還元していくかといった点が課題である。併せて、それらの事業拡大に応じ

て人件費をどのように増やしていくのか、職員を直接雇用するのか、それとも委託

で対応するのかについても、検討を要するところである。 
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5) その他 

表 3.3-7 その他についての主なご意見  

グループ 主なご意見 

グループ A 

＜策定者について＞  

· この計画がどういった目的で策定されており、誰がどういった取組を行うものなのか

を示すためには、構成団体のページが最初の方にあると良いのではないか。 

· 構成団体に道路管理者や警察等の記載欄があるべきではないか。また、区の担

当者についても課長クラス以上など、ある程度の条件を設けることで、より実効性

のある団体として構成することができると考える。 

· 現在のエリアマネジメントの取組において、関連する組織が多く、保有資格や課題

が組織毎に重複してしまっている。本計画を策定するにあたり、どの団体・取組が

対象となるのかを検討する必要がある。 

＜計画策定によるインセンティブについて＞  

・本計画を策定することで、自治体ごとに行われている制度が簡略化されると良い。 

＜関連計画との関係性について＞  

・類似の計画がいくつかあるため、本計画は、それらを抜粋（コピペ）して書くことにな

る。その場合、他の計画との差別化や本計画を策定するメリットが薄れてしまい、こ

の計画を策定する意味は何なのかを考えてしまう。 

・区独自の認定制度との関係性はどのようなものか考える必要がある。 

グループ B 

・民間同士の契約や協定内容も計画の中で記載できれば、位置づけがより明確に

なると考えられる。 

・「公共的空間の一体的な維持管理・活用の円滑化」に、道路や河川の占用、公開

空地の活用などの具体的な取組がどこまで含まれるのか判断が難しい。 

・「円滑化」という表現が複数項目に含まれており、協議が進めやすくなることを指す

のか、実際に許可が得やすくなることを示すのか、制度上の効果が分かりづらい。 

・河川区域の活用のように、現行制度では毎年申請が必要な場合、計画期間を 5

年とした際に 2 年目以降の扱いをどのように記載すべきか悩ましい。 

・YES/No 形式のフローチャートなど、各団体の状況に応じて記載内容を判断できる

ものが、計画の始めにあると良い。 

グループ C 

＜策定者について＞  

・既存の協議会を兼ねる形とすることが望ましい。人口約 15 万人規模の都市にお

いて、新たに協議会を設置することは容易ではない。構成メンバーや議論内容が

大きく変わらないのであれば、既存組織が役割を兼任する形が現実的である。 

＜計画策定によるインセンティブについて＞  

・本計画を策定することで、実際にどの程度手続きが簡素化されるのかが、現時点

で十分に見えない。例えば、都市利便増進協定を締結しなくても、計画に位置付け

られていれば同様の取扱いが可能となるといった仕組みがあると望ましい。 

＜関連計画との関係性について＞  

・類似の計画として、内閣府所管の地域再生エリアマネジメント負担金制度に基づく

「地域来訪者等利便増進活動計画」がある。これらの制度を一体的に整理・運用

できる仕組み、あるいはいずれか一方の計画を準用できるような制度設計としてい

ただけるとありがたい。 
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(2) 全体討議の記録 

当日の全体討議の記録を以下に示す。（表中の敬称略） 

 

発言者  発言録  

長谷川 氏  

（全国エリアマネジメン

トネットワーク） 

 

 

 

 

目的、目標の立て方や、誰のための計画なのかについてはもう少々考えて

いく必要があると思います。また、策定主体と実施主体の棲み分けや、区域

設定の際の上位計画との棲み分けについても議論が必要です。活動の書

き方についても、官民協調領域の定義を検討していく必要がありますし、資

金計画についても、1～2 年しか見通せないといったご意見がありました。ス

ケジュールについても定常的な活動の場合はどのように記載するのかといっ

たご意見もありました。 

浅野 氏  

（国土交通省）  

何のために計画を作るのかについては、非常に大事なところだと思います。

見える化によって、合意形成や財源・人材不足を解消できたらと思っており

ますが、果たして本計画を作成することによって、どこまで解決できるのかは

議論していく必要があります。また、資金計画が書きづらいといったご意見

が多く挙げられていました。財源不足については以前より人件費や事務所

家賃などの負担を課題と伺っていましたので、補助金を獲得するために事

業費の収支バランスを取った資金計画で果たして良いのか、どこまで実状

を書けるのかは今後考えていかなければいけないと思いました。 

後藤 氏  

（全国エリアマネジメン

トネットワーク） 

1 つ目が、経営ではなく計画の話になっていることが根本的な問題だと思い

ます。複数年度のお金を用意して、最初から複数年度でコミットしていかな

いと結構厳しいと思いました。2 つ目が、予算よりも決算こそが経営のゴール

と実態だと思います。予算を使い切ることが前提ではなく、内部留保を人件

費と絡めて、事前確定的に定率で計上するようなことを考えてもらった方が

良いと思いました。また、本計画の作成は民間現場からすると負担なので、

それに見合った補助金を出すのか、出すならどう設定するのかは要議論だ

と思います。3 つ目が、そもそも人件費を記載することは難しい上に、計画

作成・申請に工数がかかることです。同じような計画をコピペしながら、自治

体、国、協議会など様々なところに提出することは非効率なので、書きやす

く負担の少ない共通のフォーマットが必要だと思います。 

奥野 氏  

（国土交通省）  

本計画を作ってどうするのかという点、どのように活用できるのかという点は

しっかり議論していく必要があると思います。また、この特例をどのように使う

のか、特例の発動タイミングと計画期間が中々合わないことなど懸念点もあ

ると感じております。国交省としては、本計画を作成することによって、エリア

マネジメント活動をパブリックなものと位置づけ、具体的な支援につながるよ

うにしたいと考えております。 

グループ A 参加者  エリアマネジメントはどうあるべきかがないと、見える化しても、それが良いの

か悪いのかが評価できないと思いますので、国交省の「エリアマネジメントの

評価ガイドライン」とセットで発動すると良いと思います。また、活用の仕方な



3-98 

発言者  発言録  

ど、本計画の広報活動については、制度設計の中にしっかりと組み込んだ

方が良いと思います。 

グループ C 参加者  一番書きづらかった部分は、資金計画です。例えば、ある団体にまとまった

委託費を出している際に、事業ごとに資金計画を記載することは難しいで

す。また、都市規模で本計画に記載できることは変わってくると思います。

方向性を行政と民間が共通認識して進めていくことは非常に重要だと思い

ますが、“経営”の視点を、本計画でどこまで表現できるかは、まだまだ難し

いと感じました。 

グループ A 参加者  元々、学識や行政も参画している団体もあると思うので、今まである制度で

できないことを、エリアマネジメント団体が、本計画をどう上手く活用できるか

を考えた方が良いのかなと思いました。また、本日までの、本計画の議論過

程をもう少し教えていただきたいと思いました。 

グループ B 参加者  特定の地区やエリアマネジメント団体があり、運営している公共空間も明確

であれば、今回のフォーマットでも比較的書きやすいと思いますが、非常に

曖昧なのが実情だと思います。都市再生整備計画の行政投資ベースで民

間がどれだけ投資しているのか、都市再生推進法人の活動ベースで行政

が投資支援しているのか、官民協調で実施している 1 つの事業を空間の運

営単位で見える化するなど、見える化の方法は様々あると思います。 

グループ B 参加者  本来まちづくりは、本日のように官と民が腹を割って話しながら進めるべきで

あると改めて感じました。本計画の話があったときは、また新たな計画ができ

たというのが正直な感想です。本計画が、これまでの計画の「マイナーチェ

ンジ」なのか「アップデート」なのか、それとも全く違う計画なのか、その位置

づけを明確にしておくことが重要だと思います。また、人材の視点ですが、

総務省などで実施しているアドバイザー制度を、国交省で実施いただきた

いです。 

太田 氏  

（国土交通省）  

本計画については、まず本計画は何のために作成するのかが重要な視点

だと思いますが、その前に「エリアマネジメント」の定義は何なのかもよく聞か

れることです。エリアマネジメントを行う上では労力やコストがかかるので、そ

ういった部分を見える化し、色々な方々に知ってもらうことが必要だと思いま

す。公的な活動を行っているので、道路や公園の活用がしやすくなったり、

国だけでなく自治体からの財政的支援が受けやすくなることがメリットになっ

てくると考えています。また、人材支援については、どのような方を派遣する

のか、どのような職能が必要なのかは議論が必要だと思います。今後も、本

計画については、皆様のご意見を頂戴しながら検討を進めたいと考えてお

りますので、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 
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 官民連携まちづくり関係者の交流・促進イベントのとりまとめ 

3.4.1 共感都市再生セッション 

「都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談会」での議論に込めた想いを関係者

から語っていただくと共に、今後の都市再生について自由に意見を交わすことを目的としたイ

ベント「共感都市再生セッション」(ハイブリッド開催)を、令和 7 年 8 月 19 日（火）に開催した。 

本イベントでは、「今後の都市再生のあり方」や「共感都市再生」等について登壇者より示唆

をいただいた。議論の主なポイントを以下に示す。 

・ 都市で生活する人々、あるいはエリアマネジメントやまちづくりへの投資をされている都市

に責任を持って関わる人々が、都市に対して共感し、集めていくような都市再生を「共感

都市再生」とした 

・ 都市再生における大規模プロジェクトでは、単に建物を整備するだけでなく、整備後に価

値を向上させるような取組を公共貢献として認めるべきであり、ソフト面の取組を都市計画

に組み込み、管理・運営の視点を重視していきたい 

・ 広い都市圏レベルで全体的にどうしていくのか、立地適正化計画の広域化が必要 

・ 「地域の実情・個性に即した健全な土地利用」と「可変性を重視した市街地の更新」、「時

間軸を加味した持続性の確保」の視点こそが令和版の公共性ではないか 

・ 再開発事業や街路の再整備等を考える際、単体の街区や通りだけでなく、周辺地区も含

めて一体的に考える必要がある 

・ 短期的な経済的効果を求めずに、中長期的に「まち」や「私たちの暮らし」を考えたときに、

どのような課題に取り組むべきかを議論し、経済的にまわっていくスキームを考えることが

重要 

・ 「共感」という言葉にはシンパシーとエンパシーという二つの訳語があてられる。都市の文

脈からいえば、前者は「都市と人間の感情的なつながり」を大切にすること、後者は「立場

の異なる主体が共有できるビジョン」をもつこと。共感都市再生は、これら 2 つを軸とすべき 

・ 都市を継続的にキュレーションしていく主体を、再開発のタイミングで育てていくプロセスが

必要 

・ エリアマネジメント活動を行うことで何を得られるのか、目的意識を持つことが重要。外部で

経験を積んだ人材が、他のエリアで専門知識を活かしていく考え方も考えられる 

・ まちのポテンシャルや土地の価値である「地ぐらい」を高めていくために、ハード面、ソフト

面、地域のステークホルダーとまちを創っていく考え方が重要 等 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-1 共感都市再生セッションの様子  
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3.4.2 「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」及び「日本橋浜町エリア視

察会」 

都市再生推進法人及び都市再生推進法人の指定を目指すまちづくり団体を対象に、エリ

ア特性別に分かれて、これまでの活動と今後挑戦したい活動を共有しあい、法人等団体の課

題解決に向けて議論するとともに、法人等団体同士の交流を図る機会とした「エリマネ会議

（仮）－都市再生推進法人等会議－」(リアル開催)を、令和 7 年 11 月 6 日（木）に開催した。 

本イベントでは、エリアマネジメント活動の PDCA から都市再生推進法人の役割について議

論を行った。議論の主なポイントを以下に示す。 

・ 行政の横断的な連携が重要であり、行政内の都市再生推進法人に対する理解促進が必

要 

・ 都市再生推進法人の公共空間活用において、調整・申請の円滑化が可能になるスキー

ムが必要 

・ アワードのような形など、客観的な意見を取り入れて都市再生推進法人を評価する仕組み

が必要。また、都市再生推進法人の活動の継続性についても評価が必要 

・ 都市再生推進法人の役割として、バックグラウンドで裏方として様々なことを繋げてネットワ

ーク化していくことが重要 等 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-2 エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－の様子  

 

また、「エリマネ会議（仮）－都市再生推進法人等会議－」翌日に、「日本橋浜町エリア視

察会」(リアル開催)を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-3 日本橋浜町エリア視察会の様子  
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3.4.3 エリアマネジメント政策対話 

「エリアマネジメントの活動計画」をテーマに、現場での活用可能性や計画作成にあたって

の留意点や課題点、工夫点を議論し、整理することを目的に「エリアマネジメント政策対話」(ハ

イブリッド開催)」を、令和 8 年 2 月 17 日（火）に開催した。 

本イベントにおいて、「エリアマネジメントの活動計画」の作成に関して出された課題点等を

以下に示す。 

【目的・目標について】 

・ 複数のエリアマネジメント団体の活動を一つの計画にまとめると、それぞれの目的が異なる

ため、整合を取ることが難しい。活動単位で目標を設定できる枠組みの方が現実的である 

・ 目標は右肩上がりが全てではない。現状をどう維持していくのかという視点も必要 等 

【対象区域について】 

・ エリア設定を長期的な視点（5 年後、10 年後）で明確に定めることは難しく、ある程度柔軟

で曖昧さを許容する区域設定の方が運用しやすい 

・ 計画策定後も運用の中で活動エリアや内容を見直す必要が生じる場合がある。こうした変

更に柔軟に対応するためには、あらかじめ広めの範囲を区域として設定しておく方が現実

的である 等 

【活動内容について】 

・ 活動の区切り方（どの単位で記載するか）の判断が難しく、定常的な取組を全て書くと内

容が固定化されてしまう懸念がある。既存の活動に加え、今後整備していく仕組みや新し

い取組をどの程度詳細に書くべきか検討が必要である 

・ 「整備・管理対象／体制」に記載する内容がわかりづらい 

【資金計画について】 

・ 数年先の資金計画を記載するにあたり、どこまで見越すのかが悩ましい。公開される場合、

記載内容に責任を持つ必要があるため、記載内容も限られてくる 

・ 年度ごとの整理の方が作成しやすい一方で、支出項目のうち事務費などの表現が難しく、

精度をどの程度求めるかは検討が必要 

【その他について】  

・ 新たに協議会を設置することは容易ではない。構成メンバーや議論内容が大きく変わらな

いのであれば、既存組織が役割を兼任する形が現実的である 

・ 類似の計画がいくつかあるため、本計画は、それらを抜粋（コピペ）して書くことになる。そ

の場合、他の計画との差別化や本計画を策定するメリットが薄れてしまう 等 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-4 エリアマネジメント政策対話の様子  
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